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医師偏在対策について

令和７年９月 1 1日 第４回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料１

１．医師偏在指標に関する考え方について

２．診療科偏在対策等の地域で必要な診療の確保について

2

Ｐ.3

Ｐ.3



１．医師偏在指標に関する考え方について

3

医師確保対策に関する取組（全体像）

各都道府県の取組医師養成過程における取組

【医師確保計画】

○ 医師偏在指標により医師偏在の状況を把握
計画期間の終了時点で確保すべき目標医師数を設定

＜具体的な施策＞

●大学と連携した地域枠の設定

●地域医療対策協議会・地域医療支援センター

・ 地域医療対策協議会は、医師確保対策の方針（医師養
成、医師の派遣調整等）について協議

・ 地域医療支援センターは、地域医療対策協議会の協議
結果に基づき、医師確保対策の事務（医師派遣事務、派遣
される医師のキャリア支援・負担軽減、勤務環境改善支援
センターとの連携等）を実施

●キャリア形成プログラム（地域枠医師等）

・ 「医師不足地域の医師確保」と「派遣される医師の能
力開発・向上」の両立を目的としたプログラム

●認定医師制度の活用

・ 医師少数区域等に一定期間勤務した医師を厚労大臣が
認定する制度を活用し、医師不足地域の医師を確保

【大学医学部】

〇 中長期的な観点から、医師の需要・供給推計に基づき、全
国の医師養成数を検討

〇 地域枠（特定の地域や診療科で診療を行うことを条件とし
た選抜枠）の医学部における活用方針を検討

【臨床研修】

〇 全国の研修希望者に対する募集定員の倍率を縮小するとと
もに、都道府県別に、臨床研修医の募集定員上限数を設定

〇 その際、都市部や複数医学部を有する地域について、上限
数を圧縮するとともに、医師少数地域に配慮した定員設定
を行い、地域偏在を是正

【専門研修】

〇 日本専門医機構において、将来の必要医師数の推計を踏ま
えた都道府県別・診療科別の専攻医の採用上限数（シーリ
ング）を設定することで、地域・診療科偏在を是正
（産科等の特に確保が必要な診療科や、地域枠医師等につ
いてはシーリング対象外）

地域の医療を支えている勤務医が、安心して働き続けられる環境を整備することが重要であることから、都道府県ごとに設置された医
療勤務環境改善支援センター等による医療機関への支援を通じて、適切な労務管理や労働時間短縮などの医師の働き方改革を推進。具体
的には、

○ 医療機関における医師労働時間短縮計画の作成や追加的健康確保措置等を通じて、労働時間短縮及び健康確保を行う

○ 出産・育児・介護などのライフイベントを経験する医師が、仕事と家庭を両立できるよう勤務環境の改善を推進

医師の働き方改革

令和6年11月20日第12回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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専門研修 ー 専門医制度における地域・診療科偏在対策

◼ 日本専門医機構が、都道府県別・診療科別の
採用数の上限（シーリング）を設定

※医師法の規定により、都道府県の意見を踏まえ、厚生労働大臣から
日本専門医機構等に意見・要請を実施

⚫ ５大都市を対象としたシーリング（2018年度～）から、
都道府県別・診療科別必要医師数に基づいたシーリングへ変更（2020年度～）

⚫ 特別地域連携プログラムの導入（2023年度～）

医師養成過程を通じた医師偏在対策

学部
教育

臨床
研修

専門
研修

医師養成
過程

臨床研修 ー 臨床研修制度における地域偏在対策

◼ 都道府県別の募集定員上限数の設定
◼ 全国の研修希望者に対する募集定員の倍率を縮小

⚫ 医師少数区域へ配慮した都道府県ごとの定員設定方法への変更
⚫ 地域医療重点プログラムの新設（2022年度～）

•長期的には医師供給が需要を上回ると考えられるが、地域偏在や診療科偏在に引き続き対応する必要があることから、医師養成過
程の様々な段階で医師の地域偏在・診療科偏在対策を進めている。

医師専門研修部会

大学医学部 ー 地域枠の設定（地域・診療科偏在対策）

◼ 大学が特定の地域や診療科で診療を行うことを条件とした選抜枠を設け、都道府県が学生に対して奨学金を貸与する
仕組みで、都道府県の指定する区域で一定の年限従事することにより返還免除される（一部例外あり）

⚫ 2026（令和８）年度の臨時定員は、2024（令和６）年度の医学部総定員数（9,403人）を上限とし、臨時増員の枠組みを維持
⚫ 2027（令和９）年度以降の臨時定員は、各都道府県・大学の医師確保の現状を踏まえて検討

医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会

※臨床研修病院の指定、募集定員の設定権限を都道府県へ移譲（2020年4月～）

上
限

B県やC県のX診療科を目指す

→

採用人数
(A県 X診療科)

B県 A県 C県

X診療科 Z診療科Y診療科

A県のY診療科やZ診療科を目指す

X診療科の研修
を行う場合

A県で研修
を行う場合

診療科間の偏在是正

都道府県間の偏在是正

A県
X診療科

6

年

2

年

3

年
以
上

7,000

9,000

11,000

H17' H20' H23' H26' H29' R2' R6'

研修希望者

募集定員

人

1.23倍

1.07倍

1.35倍

医師臨床研修部会

1.1倍

5

『医師確保計画』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定

医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを
踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。

・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域
から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする

・中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元
出身者枠の増員によって医師を増やす方針とする等

医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成
するための具体的な施策を策定する。

・ 大学医学部の地域枠を15人増員する

・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏
から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣
する調整を行う 等

医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策

(例)

医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の
医師確保計画のみ４年

（医療計画全体の見直
し時期と合わせるため）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメージ

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定

全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位
の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区
域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。

医師偏在指標の算出

三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客
観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢
構成等を踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要（ニーズ）及び
将来の人口・人口構成の変化

・ 患者の流出入等
・ へき地等の地理的条件

・ 医師の性別・年齢分布
・ 医師偏在の種別
（区域、診療科、入院／外来）

（例）

医師多数区域

医師少数区域

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施

３年*ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAサイクルの実施）

全国335医療圏

医師偏在指標

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位

小 大下位33.3％
⇒医師少数区域

上位33.3％
⇒医師多数区域

・・・

背景
・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を行うことができる体制が十分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」

確保すべき医師の数の目標
（目標医師数）

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終
了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指
標を踏まえて算出する。
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令和6年９月５日
第110回社会保障審議会医療部会資料
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地域医療対策協議会・地域医療支援センター

平成30年医療法改正により、地域医療対策協議会の役割の明確化、協議プロセスの透明化を図るとともに、地域医療
支援センターとの関係や役割について明確化

協議事項を法定

・ キャリア形成プログラムの内容
・ 医師の派遣調整
・ 派遣医師のキャリア支援策
・ 派遣医師の負担軽減策

・ 大学の地域枠・地元枠設定
・ 臨床研修病院の指定
・ 臨床研修医の定員設定
・ 専門研修の研修施設・定員 等

地域医療対策協議会
（医師確保対策の具体的な実施に係る関係者間の協議・調整を行う場）

構成員 都道府県、大学、医師会、主要医療機関、民間医療機関 等

※ 議長は都道府県以外の第三者・互選、女性割合に配慮 等

役割

協議の
方法

・ 医師派遣先（公的､民間の別）等の医師の派遣状況について定期的
に国がフォローアップ

国の
チェック

・医師偏在指標に基づき協議

・大学・医師会等の構成員の合意が必要

・協議結果を公表

法定
事務

・都道府県内の医師確保状況の調査分析
・医療機関や医師に対する相談援助
・医師派遣事務
・キャリア形成プログラムの策定
・派遣医師のキャリア支援・負担軽減 等

地域医療支援センター
（医師確保対策の事務の実施拠点）

都道府県が実施する医師派遣等の対策は、
地域医療対策協議会において協議が調った
事項に基づいて行う

※医療従事者の勤務環境改善については、医療勤務
環境改善支援センターと連携を図る
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令和６年11月28日第113回医療部会資料

キャリア形成プログラムについて

8

都道府県は、地域医療対策協議会において協議が調った事項に基づき、「医師不足地域における医師の確保」と「医師不足地域に派遣される医師の能力
開発・向上の機会の確保」の両立を目的とするキャリア形成プログラムを策定することとされている

※医療法及び医師法の一部を改正する法律(平成30年法律第79号)により地域医療支援事務として医療法に明記。キャリア形成プログラムの詳細については、医療法施行規則(省令)及びキャリア形成プログラム運用指針(通知)に規定

＜キャリア形成プログラムに基づくキャリア形成のイメージ＞

キャリア形成プログラムの対象期間（原則９年間以上、その他（貸与期間の1.5倍以上等）も設定可能）

［入学時等］
キャリア形成卒前支援プラン及びキャリア形成プログラムへの参加（適用同意）

キャリア形成卒前支援プラン

臨床研修（２年間） 専門研修等（原則７年間以上） それ以降

キャリア形成プログラム

［修了時等］
コース選択

ローテーション
（専門医取得も可能*）

大学病院 医師不足
医療機関

中核病院県内で不足する診療領域を中心に、
診療領域や就業先の異なる複数のコースを設定

Aコース（内科・専門医取得）
Bコース（内科・へき地中心）
Cコース（産婦人科）
Dコース（新生児領域）
・
・
・

原則として都道府県内で勤務（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）

*専門研修プログラム
との整合性を確保

※対象期間のうち、医師の確保を特に図るべき区域等での就業期間は４年間以上とする

＜キャリア形成プログラムの対象者＞

• 地域枠を卒業した医師
• 地域での従事要件がある地元出身者枠を卒業した医師
• 自治医科大学卒業医師（平成30年度入学者までは任意適用）
• その他プログラムの適用を希望する医師

※キャリア形成プログラムの適用に同意した学生に対しては、修学資金の貸与に地域医療
介護総合確保基金の活用が可能

※キャリア形成卒前支援プランの適用は令和５年度以降

※地域枠等以外の学生で地域での従事要件が課されていない
学生においても、本人の希望により、希望時から適用が可能

＜キャリア形成プログラムに基づく医師派遣＞

大学等による医師派遣との整合性を確保するため、地域医療対策協議会で派遣計画案を協議

※地域医療構想における機能分化・連携の方針との整合性を確保する
※理由なく公立・公的医療機関に偏らないようにする
※都道府県は、医師偏在対策と対象医師のキャリア形成の両立を円滑に推進するため、各地域の医師偏在の状
況や対象医師の希望を勘案しつつ、就業先について、大学等の専門医の研修プログラム責任者等との調整を行
うとともに、対象学生の支援を行う人材（キャリアコーディネーター）を配置する
※都道府県は、対象医師から満足度等も含む意見聴取を定期的に実施し、勤務環境改善・負担軽減を図る

対象者の地域定着促進のための方策

＜対象者の納得感の向上と主体的なキャリア形成の支援＞
• 都道府県は、対象者の希望に対応したプログラムとなるよう努め、診療科や就業先の
異なる複数のコースを設定する

• 都道府県は、コースの設定・見直しに当たって、対象者からの意見を聴き、その内容を公
表し反映するよう努める

• 出産、育児等のライフイベントや、大学院進学・海外留学等の希望に配慮するため、プ
ログラムの一時中断を可能とする（中断可能事由は都道府県が設定）

＜プログラム満了前の離脱の防止＞
• キャリア形成プログラムは都道府県と対象者との契約関係であり、対象者は満了するよ
う真摯に努力しなければならないことを通知で明示

• 一時中断中は、中断事由が継続していることを定期的な面談等により確認（中断事由
が虚偽の場合は、契約違反となる）

• 都道府県は、キャリア形成プログラムを満了することを、修学資金の返還免除要件とす
る（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）

・地域医療に関する実習や講義の支援
・定期的な勉強会等の開催
・学生の支援のための寄附講座の設置 等

※対象学生を支援するため以下の内容を盛り込み策定
都道府県

大学

大学医学部（６年間）

修学資金の貸与（任意）

教育カリキュラム

連携

令和6年11月20日第12回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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医師少数区域等で勤務した医師を認定する制度について

申請に基づき、厚生労働大臣が
医師少数区域等における医療に
関する経験を認定

厚生労働省

○ 医師少数区域等における勤務の促進のため、医師少数区域等に一定期間勤務し、その中で医師少数区域等に
おける医療の提供のために必要な業務を行った者を厚生労働大臣が認定する。

申請

認定

【申請内容】
○ 勤務した医療機関名と所在地
○ 勤務した期間
○ 業務内容
等

➢ 申請の際には、医師少数区域等での
医師の勤務状況に対する認定制度の影
響を測るため、認定の対象となる勤務の
直前の勤務地等についても申告する。

認定医師等に対するインセンティブ

①一定の病院の管理者としての評価
• 地域医療支援病院の管理者は、認定医師でなければならないこととする。
 （2020年度以降に臨床研修を開始した医師を管理者とする場合に限る。）

②認定医師に対する経済的インセンティブ
• 認定を取得した医師が医師少数区域等で診療を実施する際の医療レベルの向上や取得している資格等の維持に係る経費（研修受
講料、旅費等）について支援を行う。

認定に必要な勤務期間や業務内容

※１ 医師免許取得後9年以上経過していない
場合は、原則として連続した勤務（妊娠・出産
等による中断は可）とするが、 9年以上経過し
た場合は、断続的な勤務の積算も可。

医師少数区域等の医療機関

＜認定に必要な業務＞
(1)個々の患者の生活状況を考慮し、幅広い病態に対応する継続的な診療及び
保健指導（患者の専門的な医療機関への受診の必要性の判断を含む。）
 地域の患者への継続的な診療
 診療時間外の患者の急変時の対応
 在宅医療 等

(2)他の医療機関や、介護・福祉事業者者等との連携
 地域ケア会議や退院カンファレンス等への参加 等

(3)地域住民に対する健康診査や保健指導等の地域保健活動
 健康診査や保健指導等の実施 等

医師少数区域等における
６ヵ月以上※１の勤務※２

医師
※２ 認定の対象となるのは、2020年度以降の
勤務とする。（臨床研修中の期間を除く。）

9

令和６年11月28日第113回医療部会資料

第７次医師確保計画を通じた目標達成状況

・医師偏在是正の目標年である2036年に向けて、第７次医師確保計画では、当該計画期間中（2020
～2023年度）に、医師偏在指標が下位1/3である医師少数県や医師少数区域が、当該下位1/3基準値
に達することを目標としていた。

・第８次（前期）医師確保計画（2024～2026年度）の策定に向けて、新たな医師偏在指標を算出し
ており、新旧の医師偏在指標を比較し、目標の達成状況を示す。

●医師少数県における目標の達成状況

●医師少数区域における目標の達成状況

医師少数県においては、第７次医師確保計画終了時（2023年度）までに当該計画開始時（2020年度）の医師偏在指標の下位1/3基準

値に達することを目標としていた。達成状況は以下のとおり。

医師少数区域においては、第７次医師確保計画終了時（2023年度）までに当該計画開始時（2020年度）の医師偏在指標の下位1/3基

準値に達することを目標としていた。達成状況は以下のとおり。

医師少数県 16県
目標を達成した医師少数県

6県
（38%）

医師少数区域 105区域
目標を達成した医師少数区域

43区域
（41%）

※ 医療圏の見直し（８→３）を行った秋田県を除いて比較。

令和6年11月20日第12回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計（厚生労働省）
医師少数都道府県及び医師多数都道府県は医師偏在指標
（厚生労働省：令和２年２月）による
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130.0

H24 H26 H28 H30 R2 R4

医師多数県 医師中程度県 医師少数県 全国

35歳未満の医療施設従事医師数推移（平成24年を100とした場合）

○ 平成26年の前後で比較すると、医師少数都道府県の若手医師の数は、医師多数都道府県と比較し伸びており、
若手医師については地域偏在が縮小してきている。

※医師多数都道府県：医師偏在指標の上位33.3％の都道府県
医師少数都道府県：医師偏在指標の下位33.3％の都道府県
医師少数・多数以外都道府県：医師偏在指標の上位・下位33.3％以外の都道府県

27.8％増

4.6％増

全国 58,590人
医師多数都道府県 26,784人
医師少数・多数以外都道府県 17,307人
医師少数都道府県 14,499人

全国 66,544人
医師多数都道府県 28,012人
医師少数・多数以外都道府県 20,006人
医師少数都道府県 18,526人

(人)

0 2,000 4,000 6,000 8,000

増加数（H24→R4）

全国 医師多数県 医師中程度県 医師少数県

医師少数都道府県

医師少数・多数以外都道府県

医師多数都道府県

全国

第５回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料２

一部改
令 和 ６ 年 ７ 月 ３ 日

11

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

H24 H26 H28 H30 R2 R4
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○ 平成26年の前後で比較すると、医師少数都道府県の医師数の伸び率は、医師多数都道府県より大きいが、その
伸び率の差は、若手医師（35歳未満）における伸び率の差と比較してわずかである。

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計（厚生労働省）
医師少数都道府県及び医師多数都道府県は医師偏在指標
（厚生労働省：令和２年２月）による

※医師多数都道府県：医師偏在指標の上位33.3％の都道府県
医師少数都道府県：医師偏在指標の下位33.3％の都道府県
医師少数・多数以外都道府県：医師偏在指標の上位・下位33.3％以外の都道府県

14.7％増

12.4％増

医師少数都道府県

医師少数・多数以外都道府県

医師多数都道府県
全国

医療施設従事医師数推移（平成24年を100とした場合）

全国 288,850人
医師多数都道府県 120,742人
医師少数・多数以外都道府県 89,301人
医師少数都道府県 78,807人

全国 327,444人
医師多数都道府県 135,669人
医師少数・多数以外都道府県 101,385人
医師少数都道府県 90,390人

(人)

0 10,000 20,000 30,000 40,000

増加数（H24→R4）

全国 医師多数県 医師中程度県 医師少数県

第５回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料２

一部改
令 和 ６ 年 ７ 月 ３ 日
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出典：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省）
医師少数都道府県及び医師多数都道府県は医師偏在指標
（厚生労働省：令和２年２月）による

二次医療圏別における医療施設従事医師数推移（令和２年を100とした場合）

○ 医師少数区域では、その他の区域と比較して、特に若手医師（35歳未満）の増加数及び増加率ともに大きい。
○ 全ての世代の医師については、医師少数区域における増加率はやや大きいものの、増加数は小さい。

※医師多数/中程度/少数区域：第７次医師確保計画における二次医療圏ごとの医師偏在指標に基づく集計
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35歳未満医療施設従事医師数の推移
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14.1％増

0.8％増全国 64,927人
医師多数区域 49,156人
医師中程度区域 11,456人
医師少数区域   4,360人

全国 66,544人
医師多数区域 49,530人
医師中程度区域 12,038人
医師少数区域   4,976人
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医療施設従事医師数の推移

多数区域 中程度区域 少数区域 全国

2.3％増

1.1％増

全国 327,444人
医師多数区域 227,765人
医師中程度区域 69,619人
医師少数区域 30,060人

(人)

0 500 1,000 1,500 2,000

増加数（R2→R4）

(人)

0 1,000 2,000 3,000 4,000

増加数（R2→R4）

全国 323,700人
医師多数区域 225,319人
医師中程度区域 68,997人
医師少数区域 29,384人

令和6年11月20日第12回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）①

【基本的な考え方】

現状
課題

基本的な
考え方

医師偏在は一つの取組で是正が
図られるものではない

若手医師を対象とした医師養成
過程中心の対策

へき地保健医療対策を超えた取組
が必要

「保険あってサービスなし」という地域が生じることなく、将来にわたって国民皆保険が維持されるよう、
国、地方自治体、医療関係者、保険者等の全ての関係者が協働して医師偏在対策に取り組む

経済的インセンティブ、地域の医
療機関の支え合いの仕組み、医師
養成過程の取組等の総合的な対策

医師の柔軟な働き方等に配慮し
た中堅・シニア世代を含む全て
の世代の医師へのアプローチ

地域の実情を踏まえ、支援が必要
な地域を明確にした上で、従来の
へき地対策を超えた取組

○ 地域ごとに人口構造が急激に変化する中で、将来にわたり地域で必要な医療提供体制を確保し、適切な医

療サービスを提供するため、以下の基本的な考え方に基づき、制度改正を含め必要な対応に取り組み、実効

性のある総合的な医師偏在対策を推進する。

○ 総合的な医師偏在対策について、医療法に基づく医療提供体制確保の基本方針に位置付ける。

※医師偏在対策は、新たな地域医療構想、働き方改革、美容医療への対応、オンライン診療の推進等と一体的に取り組む。

・ 医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討
・ 医師確保計画により３年間のＰＤＣＡサイクルに沿った取組を推進

令和6年12月25日
厚生労働省 公表資料
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＜医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等＞
・対象医療機関に公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康安全機構の病院を追加
・勤務経験期間を６か月以上から１年以上に延長。施行に当たって柔軟な対応を実施
＜外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等＞
・都道府県から外来医師過多区域の新規開業希望者に対し、開業６か月前に提供予定の医療機能等の届出を求め、協議の場への参加、地域で不足する医療や医師不足地域での
医療の提供の要請を可能とする

・要請に従わない医療機関への医療審議会での理由等の説明の求めや勧告･公表、保険医療機関の指定期間の6年から3年等への短縮
＜保険医療機関の管理者要件＞
・保険医療機関に管理者を設け、２年の臨床研修及び保険医療機関(病院に限る)において３年等保険診療に従事したことを要件とし、責務を課す

若手 中堅・シニア世代

＜医学部定員・地域枠＞
・医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資する
よう、都道府県等の意見を十分に聞きながら、必
要な対応を進める

・医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、
大学による恒久定員内の地域枠設置等への支援を
行う

・今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以
降の医学部定員の適正化の検討を速やかに行う

＜臨床研修＞
・広域連携型プログラム※の制度化に向けて令和８年
度から開始できるよう準備
※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

医師養成過程を通じた取組

＜重点医師偏在対策支援区域＞
・今後も定住人口が見込まれるが人口減少より医療機関の減少スピードが速い地域等を｢重点医師偏在対策支援区域｣
と設定し、優先的･重点的に対策を進める

・重点区域は、厚労省の示す候補区域を参考としつつ、都道府県が可住地面積あたり医師数、アクセス、人口動態等
を考慮し、地域医療対策協議会・保険者協議会で協議の上で選定（市区町村単位・地区単位等を含む）

＜医師偏在是正プラン＞
・医師確保計画の中で｢医師偏在是正プラン｣を策定。地対協・保険者協議会で協議の上、重点区域、支援対象医療機
関、必要な医師数、取組等を定める

※ 医師偏在指標について、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて必要な見直しを検討

医師確保計画の実効性の確保

＜全国的なマッチング機能の支援、リカレント教育の支援＞
・医師の掘り起こし、マッチング等の全国的なマッチング支援、総合的な診療能力を学び直すためのリカレント教育を推進
＜都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定＞
・都道府県と大学病院等で医師派遣･配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進

＜経済的インセンティブ＞
・令和８年度予算編成過程で重点区域における以下のような支援について検討

‣ 診療所の承継･開業･地域定着支援（緊急的に先行して実施）
‣ 派遣医師・従事医師への手当増額（保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的に捉える。保険者による効果等の確認）
‣ 医師の勤務・生活環境改善、派遣元医療機関へ支援
※ これらの支援については事業費総額等の範囲内で支援

・医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応を検討

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

・必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施
・外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮･支援等の観点での手厚い評価について必要な議論を行う

診療科偏在の是正に向けた取組

医偏在の正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）②

【総合的な対策パッケージの具体的な取組】

地域の医療機関の支え合いの仕組み

医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）②
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施策名：重点医師偏在対策支援区域（仮称）における診療所の承継・開業支援事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

少子高齢化が進展する中、持続可能な医療提供体制の構築に向け、医師偏在の是正を総合的に実

施するため、医師少数地域の医療機関に対する支援による医師偏在是正に取り組む。

人口規模、地理的条件、今後の人口動態等から、医療機関の維持が困難な地域である「重点医師偏在対策支援区域（仮称）」において、診療所医師が

高齢化する中で、医師を確保するため、支援区域内で診療所を承継又は開業する場合に、当該診療所に対して、①施設整備、②設備整備、③一定期

間の定着支援を行う。

医師少数地域での医師確保が図られ、医療提供体制の維持・確保に寄与する。

厚生労働省

都道府県

医療機関

【○医師偏在是正に向けた医師不足地域の診療所の承継・開業の支援、リカレント教育の実施及び医師のマッチングの支援等】
令和６年度補正予算額 102億円

医政局
地域医療計画課

（内線4148）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○
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施策名：医師偏在是正に向けた広域マッチング事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

全国的に、中堅・シニア世代等の医師を対象として、医師不足地域での医療に関心・希望を有する医師の掘り起こしやキャリアコンサルティングを行い、

必要に応じてリカレント教育や現場体験につなぎ、医師少数地域の医療機関とのマッチング、その後の定着支援等を行うための財政支援を行う。

医師少数地域での医師確保が図られ、医療提供体制の維持・確保に寄与する。

少子高齢化が進展する中、持続可能な医療提供体制の構築に向け、医師偏在の是正を総合的に実

施するため、中堅・シニア世代等の医師を対象とした広域マッチング支援による医師偏在是正に取り組

む。

○ 事務局の運営

（コーディネーター配置、システム運営 等）

○ 普及啓発、セミナー・講習会の実施 等

厚生労働省

補助先

令和６年度補正予算額 1.6億円
医政局

地域医療計画課
（内線4148）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

イメージ図

【○医師偏在是正に向けた医師不足地域の診療所の承継・開業の支援、リカレント教育の実施及び医師のマッチングの支援等】
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医師偏在指標の算定式

標準化医師数※１

地域の人口 ／ 10万 × 地域の標準化受療率比※２
医師偏在指標 ＝

（※１）標準化医師数 ＝ Σ 性年齢階級別医師数 ×
性年齢階級別平均労働時間

全医師の平均労働時間

（※２）地域の標準化受療率比 ＝
地域の期待受療率※３

全国の期待受療率

（※３）地域の期待受療率 ＝
Σ（性年齢階級別調整受療率（流出入反映）※４ × 地域の性年齢階級別人口）

地域の人口

（※５）無床診療所医療医師需要度 ＝
マクロ需給推計における外来医師需要／全国の無床診療所外来患者数※８

マクロ需給推計における入院医師需要／全国の入院患者数

（※８）全国の無床診療所外来患者数 ＝ 全国の外来患者数 ×
初診・再診・在宅医療算定回数［無床診療所］

初診・再診・在宅医療算定回数［有床診療所・無床診療所］

（※４）性年齢階級別調整受療率（流出入反映）＝ 無床診療所医療医師需要度※５ × 全国の無床診療所受療率 × 無床診療所患者流出入調整計数※６

＋ 全国の入院受療率 × 入院患者流出入調整計数※７

（※６）無床診療所患者流出入調整計数 ＝
無床診療所患者数（患者所在地）＋無床診療所患者流入数 ー 無床診療所患者流出数

無床診療所患者数（患者所在地）

（※７）入院患者流出入調整計数 ＝
入院患者数（患者所在地）＋入院患者流入数 ー 入院患者流出数

入院患者数（患者所在地）

18

令和7年7月24日
第１回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料

Ｐ.11

Ｐ.11



都道府県別の医師偏在指標（令和 6年 1月公表版）

（医師偏在指標について）

医師偏在指標は、医師偏在対策の推進において活用されるものであるが、指標の算定に当たっては、一定の仮定が必要であり、また、入手できるデータの

限界などにより指標の算定式に必ずしも全ての医師偏在の状況を表しうる要素を盛り込めているものではない。

このため、医師偏在指標の活用に当たっては、医師の絶対的な充足状況を示すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものであるという性質

を十分に理解した上で、数値を絶対的な基準として取り扱うことや機械的な運用を行うことのないよう十分に理解した上で、活用する必要がある。

※上位1/3の閾値を266.9、下位1/3の閾値を228.0と設定している。

（都道府県別） 上位1/3 下位1/3

都道府県コード 都道府県 医師偏在指標 都道府県コード 都道府県 医師偏在指標 都道府県コード 都道府県 医師偏在指標

00 全国 255.6 16 富山県 238.8 32 島根県 265.1

01 北海道 233.8 17 石川県 279.8 33 岡山県 299.6

02 青森県 184.3 18 福井県 246.8 34 広島県 254.2

03 岩手県 182.5 19 山梨県 240.8 35 山口県 228.0

04 宮城県 247.3 20 長野県 219.9 36 徳島県 289.3

05 秋田県 199.4 21 岐阜県 221.5 37 香川県 266.9

06 山形県 200.2 22 静岡県 211.8 38 愛媛県 246.4

07 福島県 190.5 23 愛知県 240.2 39 高知県 268.2

08 茨城県 193.6 24 三重県 225.6 40 福岡県 313.3

09 栃木県 230.5 25 滋賀県 260.4 41 佐賀県 272.3

10 群馬県 219.7 26 京都府 326.7 42 長崎県 284.0

11 埼玉県 196.8 27 大阪府 288.6 43 熊本県 271.0

12 千葉県 213.0 28 兵庫県 266.5 44 大分県 259.7

13 東京都 353.9 29 奈良県 268.9 45 宮崎県 227.0

14 神奈川県 247.5 30 和歌山県 274.9 46 鹿児島県 254.8

15 新潟県 184.7 31 鳥取県 270.4 47 沖縄県 292.1
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二次医療圏別の医師偏在指標①（令和 6年 1月公表版）

（医師偏在指標について）

医師偏在指標は、医師偏在対策の推進において活用されるものであるが、指標の算定に当たっては、一定の仮定が必要であり、また、入手できるデータの

限界などにより指標の算定式に必ずしも全ての医師偏在の状況を表しうる要素を盛り込めているものではない。

このため、医師偏在指標の活用に当たっては、医師の絶対的な充足状況を示すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものであるという性質

を十分に理解した上で、数値を絶対的な基準として取り扱うことや機械的な運用を行うことのないよう十分に理解した上で、活用する必要がある。

※ 医師確保計画策定ガイドライン～第8次（前期）～に基づき、都道府県の医師確保計画の策定スケジュールを踏まえ、各都道府県の二次医療圏が確定する

前の段階（2022年３月時点）の二次医療圏における指標の値について上位1/3の閾値を217.6、下位1/3の閾値を179.3と設定している（小数第２位以下

略）。なお今後、都道府県における第８次医療計画の策定に当たり二次医療圏の見直し等が行われた場合は、見直し後の二次医療圏の医師偏在指標を再計

算し、前述の閾値を用いて区分分けを行う。したがって、上位1/3、下位1/3に区分される二次医療圏の数は、全国の二次医療圏の総数の1/3と必ずしも一

致しない場合があり得る。

（二次医療圏別） 上位1/3 下位1/3

医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標

00 全国 全国 255.6 0114 北海道 富良野 135.3 0301 岩手県 盛岡 244.6

0101 北海道 南渡島 205.5 0115 北海道 留萌 181.3 0302 岩手県 岩手中部 135.4

0102 北海道 南檜山 139.0 0116 北海道 宗谷 130.2 0303 岩手県 胆江 144.9

0103 北海道 北渡島檜山 112.6 0117 北海道 北網 144.1 0304 岩手県 両磐 151.1

0104 北海道 札幌 282.4 0118 北海道 遠紋 148.3 0305 岩手県 気仙 144.1

0105 北海道 後志 205.9 0119 北海道 十勝 192.8 0306 岩手県 釜石 107.8

0106 北海道 南空知 166.9 0120 北海道 釧路 158.8 0307 岩手県 宮古 134.5

0107 北海道 中空知 195.1 0121 北海道 根室 116.6 0308 岩手県 久慈 142.4

0108 北海道 北空知 145.0 0201 青森県 津軽地域 253.2 0309 岩手県 二戸 200.9

0109 北海道 西胆振 184.0 0202 青森県 八戸地域 164.4 0401 宮城県 仙南 169.7

0110 北海道 東胆振 180.7 0203 青森県 青森地域 186.6 0403 宮城県 仙台 288.8

0111 北海道 日高 152.0 0204 青森県 西北五地域 126.3 0406 宮城県 大崎・栗原 172.6

0112 北海道 上川中部 291.0 0205 青森県 上十三地域 139.6 0409 宮城県 石巻・登米・気仙沼 164.0

0113 北海道 上川北部 186.6 0206 青森県 下北地域 152.7 0501 秋田県 県北 142.0
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二次医療圏別の医師偏在指標②（令和 6年 1月公表版）

（二次医療圏別） 上位1/3 下位1/3

医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標

0502 秋田県 県央 243.4 1002 群馬県 渋川 175.8 1301 東京都 区中央部 789.8

0503 秋田県 県南 159.6 1003 群馬県 伊勢崎 179.1 1302 東京都 区南部 380.4

0601 山形県 村山 237.4 1004 群馬県 高崎・安中 210.8 1303 東京都 区西南部 413.7

0602 山形県 最上 120.0 1005 群馬県 藤岡 181.3 1304 東京都 区西部 569.1

0603 山形県 置賜 189.2 1006 群馬県 富岡 181.7 1305 東京都 区西北部 295.8

0604 山形県 庄内 162.8 1007 群馬県 吾妻 154.4 1306 東京都 区東北部 216.4

0701 福島県 県北 266.1 1008 群馬県 沼田 206.4 1307 東京都 区東部 307.6

0702 福島県 県中 188.3 1009 群馬県 桐生 174.5 1308 東京都 西多摩 138.1

0703 福島県 県南 162.7 1010 群馬県 太田・館林 149.7 1309 東京都 南多摩 164.6

0706 福島県 相双 155.5 1101 埼玉県 南部 203.7 1310 東京都 北多摩西部 254.4

0707 福島県 いわき 123.2 1102 埼玉県 南西部 207.0 1311 東京都 北多摩南部 312.5

0708 福島県 会津・南会津 168.9 1103 埼玉県 東部 182.0 1312 東京都 北多摩北部 196.4

0801 茨城県 水戸 231.2 1104 埼玉県 さいたま 236.6 1313 東京都 島しょ 131.6

0802 茨城県 日立 140.3 1105 埼玉県 県央 190.8 1404 神奈川県 川崎北部 285.3

0803 茨城県 常陸太田・ひたちなか 140.3 1106 埼玉県 川越比企 215.6 1405 神奈川県 川崎南部 347.3

0804 茨城県 鹿行 137.2 1107 埼玉県 西部 211.3 1406 神奈川県 横須賀・三浦 235.0

0805 茨城県 土浦 184.4 1108 埼玉県 利根 155.7 1407 神奈川県 湘南東部 202.4

0806 茨城県 つくば 337.7 1109 埼玉県 北部 163.6 1408 神奈川県 湘南西部 238.1

0807 茨城県 取手・竜ヶ崎 173.3 1110 埼玉県 秩父 157.5 1409 神奈川県 県央 187.4

0808 茨城県 筑西・下妻 153.0 1201 千葉県 千葉 268.6 1410 神奈川県 相模原 217.7

0809 茨城県 古河・坂東 148.8 1202 千葉県 東葛南部 199.5 1411 神奈川県 県西 177.1

0901 栃木県 県北 171.2 1203 千葉県 東葛北部 203.1 1412 神奈川県 横浜 260.8

0902 栃木県 県西 168.1 1204 千葉県 印旛 210.3 1501 新潟県 下越 156.0

0903 栃木県 宇都宮 207.6 1205 千葉県 香取海匝 196.4 1502 新潟県 新潟 234.3

0904 栃木県 県東 207.0 1206 千葉県 山武長生夷隅 145.1 1503 新潟県 県央 141.6

0905 栃木県 県南 345.3 1207 千葉県 安房 322.6 1504 新潟県 中越 158.2

0906 栃木県 両毛 179.3 1208 千葉県 君津 173.5 1505 新潟県 魚沼 132.0

1001 群馬県 前橋 340.2 1209 千葉県 市原 200.1 1506 新潟県 上越 159.6
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二次医療圏別の医師偏在指標③（令和 6年 1月公表版）

（二次医療圏別） 上位1/3 下位1/3

医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標

1507 新潟県 佐渡 138.9 2102 岐阜県 西濃 168.1 2502 滋賀県 湖南 262.2

1601 富山県 新川 213.0 2103 岐阜県 中濃 190.5 2503 滋賀県 甲賀 176.8

1602 富山県 富山 273.2 2104 岐阜県 東濃 201.0 2504 滋賀県 東近江 218.3

1603 富山県 高岡 211.5 2105 岐阜県 飛騨 168.0 2505 滋賀県 湖東 181.0

1604 富山県 砺波 202.2 2201 静岡県 賀茂 144.4 2506 滋賀県 湖北 217.6

1701 石川県 南加賀 202.9 2202 静岡県 熱海伊東 190.4 2507 滋賀県 湖西 245.0

1702 石川県 石川中央 328.0 2203 静岡県 駿東田方 201.4 2601 京都府 丹後 155.6

1703 石川県 能登中部 196.8 2204 静岡県 富士 157.9 2602 京都府 中丹 198.2

1704 石川県 能登北部 151.7 2205 静岡県 静岡 234.4 2603 京都府 南丹 177.1

1801 福井県 福井・坂井 301.0 2206 静岡県 志太榛原 191.8 2604 京都府 京都・乙訓 401.4

1802 福井県 奥越 146.0 2207 静岡県 中東遠 176.3 2605 京都府 山城北 207.1

1803 福井県 丹南 145.9 2208 静岡県 西部 258.0 2606 京都府 山城南 160.8

1804 福井県 嶺南 181.3 2302 愛知県 海部 207.7 2701 大阪府 豊能 350.7

1901 山梨県 中北 271.6 2304 愛知県 尾張東部 333.2 2702 大阪府 三島 277.5

1902 山梨県 峡東 179.7 2305 愛知県 尾張西部 214.9 2703 大阪府 北河内 232.4

1903 山梨県 峡南 198.7 2306 愛知県 尾張北部 185.2 2704 大阪府 中河内 205.5

1904 山梨県 富士・東部 222.5 2307 愛知県 知多半島 196.5 2705 大阪府 南河内 286.0

2001 長野県 佐久 222.6 2308 愛知県 西三河北部 148.0 2706 大阪府 堺市 225.6

2002 長野県 上小 155.2 2309 愛知県 西三河南部西 194.7 2707 大阪府 泉州 218.8

2003 長野県 諏訪 210.2 2310 愛知県 西三河南部東 188.8 2708 大阪府 大阪市 369.0

2004 長野県 上伊那 167.2 2311 愛知県 東三河北部 165.2 2801 兵庫県 神戸 323.3

2005 長野県 飯伊 164.4 2312 愛知県 東三河南部 184.2 2804 兵庫県 東播磨 231.6

2006 長野県 木曽 162.3 2313 愛知県 名古屋・尾張中部 305.4 2805 兵庫県 北播磨 206.6

2007 長野県 松本 330.5 2401 三重県 北勢 210.4 2808 兵庫県 但馬 209.9

2008 長野県 大北 200.6 2402 三重県 中勢伊賀 259.8 2809 兵庫県 丹波 203.8

2009 長野県 長野 193.9 2403 三重県 南勢志摩 217.8 2810 兵庫県 淡路 216.3

2010 長野県 北信 186.7 2404 三重県 東紀州 162.3 2811 兵庫県 阪神 279.7

2101 岐阜県 岐阜 275.6 2501 滋賀県 大津 373.5 2812 兵庫県 播磨姫路 214.4
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二次医療圏別の医師偏在指標④（令和 6年 1月公表版）

（二次医療圏別） 上位1/3 下位1/3

医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標

2901 奈良県 奈良 266.3 3402 広島県 広島西 239.1 3903 高知県 高幡 187.1

2902 奈良県 東和 281.7 3403 広島県 呉 266.7 3904 高知県 幡多 159.7

2903 奈良県 西和 210.8 3404 広島県 広島中央 200.4 4001 福岡県 福岡・糸島 399.0

2904 奈良県 中和 312.3 3405 広島県 尾三 198.2 4002 福岡県 粕屋 220.7

2905 奈良県 南和 262.2 3406 広島県 福山・府中 201.3 4003 福岡県 宗像 198.4

3001 和歌山県 和歌山 347.0 3407 広島県 備北 219.8 4004 福岡県 筑紫 224.7

3002 和歌山県 那賀 194.8 3501 山口県 岩国 223.9 4005 福岡県 朝倉 202.0

3003 和歌山県 橋本 217.2 3502 山口県 柳井 143.5 4006 福岡県 久留米 407.8

3004 和歌山県 有田 180.8 3503 山口県 周南 192.1 4007 福岡県 八女・筑後 216.3

3005 和歌山県 御坊 243.9 3504 山口県 山口・防府 223.4 4008 福岡県 有明 233.6

3006 和歌山県 田辺 216.5 3505 山口県 宇部・小野田 324.2 4009 福岡県 飯塚 341.3

3007 和歌山県 新宮 162.2 3506 山口県 下関 224.3 4010 福岡県 直方・鞍手 184.4

3101 鳥取県 東部 222.0 3507 山口県 長門 139.5 4011 福岡県 田川 197.4

3102 鳥取県 中部 205.4 3508 山口県 萩 183.5 4012 福岡県 北九州 301.6

3103 鳥取県 西部 350.8 3601 徳島県 東部 332.4 4013 福岡県 京築 151.6

3201 島根県 松江 247.1 3603 徳島県 南部 231.4 4101 佐賀県 中部 363.5

3202 島根県 雲南 128.5 3605 徳島県 西部 153.2 4102 佐賀県 東部 165.5

3203 島根県 出雲 393.2 3702 香川県 小豆 109.0 4103 佐賀県 北部 241.4

3204 島根県 大田 172.1 3706 香川県 東部 306.8 4104 佐賀県 西部 157.5

3205 島根県 浜田 238.7 3707 香川県 西部 217.0 4105 佐賀県 南部 254.1

3206 島根県 益田 176.0 3801 愛媛県 宇摩 190.7 4201 長崎県 長崎 365.0

3207 島根県 隠岐 203.7 3802 愛媛県 新居浜・西条 199.4 4202 長崎県 佐世保県北 221.5

3301 岡山県 県南東部 346.8 3803 愛媛県 今治 198.4 4203 長崎県 県央 270.6

3302 岡山県 県南西部 292.8 3804 愛媛県 松山 292.0 4204 長崎県 県南 194.1

3303 岡山県 高梁・新見 148.2 3805 愛媛県 八幡浜・大洲 180.2 4206 長崎県 五島 199.7

3304 岡山県 真庭 166.6 3806 愛媛県 宇和島 187.9 4207 長崎県 上五島 200.8

3305 岡山県 津山・英田 196.3 3901 高知県 安芸 206.8 4208 長崎県 壱岐 225.0

3401 広島県 広島 298.9 3902 高知県 中央 300.3 4209 長崎県 対馬 196.9

23

令和7年7月24日
第１回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料

二次医療圏別の医師偏在指標⑤（令和 6年 1月公表版）

（二次医療圏別） 上位1/3 下位1/3

医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標 医療圏コード 都道府県 二次医療圏 医師偏在指標

4302 熊本県 宇城 164.7 4406 大分県 豊肥 203.1 4605 鹿児島県 川薩 220.0

4303 熊本県 有明 198.5 4408 大分県 西部 178.0 4606 鹿児島県 出水 171.8

4304 熊本県 鹿本 193.7 4409 大分県 北部 202.9 4607 鹿児島県 姶良・伊佐 176.3

4305 熊本県 菊池 173.1 4501 宮崎県 宮崎東諸県 308.1 4609 鹿児島県 曽於 153.8

4306 熊本県 阿蘇 184.2 4502 宮崎県 都城北諸県 171.4 4610 鹿児島県 肝属 182.4

4308 熊本県 八代 244.8 4503 宮崎県 延岡西臼杵 160.5 4611 鹿児島県 熊毛 129.7

4309 熊本県 芦北 248.5 4504 宮崎県 日南串間 180.1 4612 鹿児島県 奄美 164.7

4310 熊本県 球磨 182.5 4505 宮崎県 西諸 164.7 4701 沖縄県 北部 247.3

4311 熊本県 天草 191.3 4506 宮崎県 西都児湯 157.7 4702 沖縄県 中部 257.3

4312 熊本県 熊本・上益城 344.3 4507 宮崎県 日向入郷 149.8 4703 沖縄県 南部 329.2

4401 大分県 東部 267.2 4601 鹿児島県 鹿児島 349.0 4704 沖縄県 宮古 195.3

4403 大分県 中部 291.2 4603 鹿児島県 南薩 200.1 4705 沖縄県 八重山 249.6

4405 大分県 南部 190.6
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医師偏在指標に関する主なご意見等と進め方について

上記の意見等を踏まえ、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて、医師偏在指標については以下の点に留意して検討してはどうか。

➢ 現行の医師偏在指標に、地理的な要素（人口密度、医療機関へのアクセス、離島や豪雪地帯といった地理上の特性）を反映した
上で区域を設定することについて

➢ 性年齢階級別の医師の労働時間比率について、実態に即したデータを反映することについて

➢ 高年齢医師が多く、数年後に医師少数区域になる可能性がある等、医師の年齢構成の違いの反映について

＜これまでにいただいた主なご意見＞

【地理的要素について】

○ 山間部にへき地を多く抱えていたり、医療機関へのアクセスに時間を要するといった地理的な要因が反映されていない。

○ 地域ごとに、医療機関へのアクセスや、それぞれの住民の受療行動が異なる。

【実態に即した医師の労働時間比の反映について】

○ 現在用いられている係数で用いられている研修医の労働時間比が、実情と比べて高いのではないか。また、男女比についても、

男性の育休取得に対するハードルの低下等の考え方の変化から、見直しが必要。

【高齢医師が多い等の医師の年齢構成について】

○ 例えば10年後などを見据え、現在の医師の年齢構成も考慮すべき。

○ 人口10万人当たりの医師数が多いとされる県でも、若手医師の流出等により、中長期的に見ると医師少数県となる可能性がある。

25

＜医師偏在対策に関するとりまとめ （令和６年12月18日 新たな地域医療構想等に関する検討会）＞

＜2040年頃に向けた医療提供体制の総合的な改革に関する意見とりまとめ＞（令和６年12月25日 社会保障審議会医療部会）＞

５．今後の医師偏在対策の具体的な取組

（７）医師偏在指標のあり方

○医師偏在指標については、医師の性別、年齢等を考慮しているが、医師不足の実態と大きく乖離することがないよう、令和９年

度からの次期医師確保計画に向けて、必要な見直しを検討することが適当である。
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第１回「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」における主な意見
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• 現行の医師偏在指標に地理的な要素を反映した上で医師少数・多数区域を設定することについては異

論なし。適切に区域を設定していることが客観的に判断できるようにすることが重要。

• 医師偏在の課題は総数の面での都道府県格差、都道府県内の少数地域、地方における若手医師の流

出・減少、診療科の偏在があり、全体的な内容の把握が必要。
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①現行の医師偏在指標に、地理的な要素（人口密度、医療機関へのアクセス、離島や
豪雪地帯といった地理上の特性）を反映した上で区域を設定することについて

27

○地理的要素は医師不足地域の医療提供体制を検討する上で重要であるが、医師偏在指標は、「人口10万人当たり医師数」をで
きるだけ精緻に把握する目的の指標であり、その計算式には医療機関へのアクセス等の結果である流出入調整係数を含んでい
るものの、地理的要素を十分に反映できていないという意見が多い。

○現在、人口密度、医療機関への距離、離島、特別豪雪地帯を要素とした、日本国内における医療機関へのアクセスに関する尺
度が存在している。

○次期医師確保計画（R9～）における医師少数区域の設定にあたっては、こうした地理的要素を一定程度反映
して医師少数区域を設定することとしてはどうか。

○地理的な要素を具体的にどのように反映させるかについては、引き続き検討。

①地域の
人口密度

②地域の中心から直近の二次
救急病院までの直線距離

③二次・三次救急病
院を含まない離島

④二次・三次救急病院を
含まない特別豪雪地帯

反映することが可能な地理的要素（例）

（参考）令和６年度医師偏在指標と医療機関へのアクセスとの関係

28

○医師中程度区域や医師多数区域であっても、医療機関へのアクセスの程度には、ばらつきが存在する。

（N＝330）

医師少数区域 医師中程度区域 医師多数区域

医
療
機
関
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
程
度

医師偏在指標（二次医療圏別） 多少

難

易
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②性年齢階級別の医師の労働時間比率について、実態に即したデータを反映
することについて

29

○令和５年度の医師偏在指標の算出において用いた令和４年の労働時間比に関する調査では、20代・30代の

若手医師を中心に労働時間の短縮が見られる。また、女性よりも男性の労働時間の短縮が相対的に大きい。

○都道府県における医師確保計画の策定に向けた準備期間の確保の観点からは、可能な限り早期に医師偏在指

標を算出することが望ましいものの、より実態に即したデータを指標に反映する観点から、最新の調査結果

を反映した医師偏在指標の算出が求められると考える。

出典：平成28年度厚生労働科学研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」（研究代表者東京大学井元清哉）
令和４年度厚生労働科学研究「医師の勤務環境把握に関する研究」（研究代表者自治医科大学小池創一）

○医師偏在指標に用いられている医師の性年齢階級別労働時間比を含め、次期医師確保計画に向けた医師

偏在指標の算出に用いるデータについては、可能な限り最新の調査結果を反映することとしてはどうか。

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

男性 女性 平均

週当たり勤務時間 平成28年 令和４年
70時間

60時間

50時間

40時間

30時間

20時間

10時間

0時間

51時間42分

47時間39分

③高年齢医師が多く、数年後に医師少数区域になる可能性がある等、医師の
年齢構成の違いの反映について

30

○医師偏在指標は、人口10万人当たり医師数を基本として、医師数（性年齢階級別分布、労働時間を加味）及

び受療量（性年齢階級別の地域人口分布、性年齢階級別受療率、患者流出入数を加味）の状況を一定程度精

緻に反映させた指標であり、すでに、医師の年齢構成については、標準化医師数の算出過程において反映さ

れている。

○一方で、都道府県や二次医療圏によっては、医師偏在指標の値が同じであっても、受療量あたりの標準化医

師数が等しくとも、高齢医師の割合が高く、若手医師の流入がなければ、将来的には医師が不足してしまう

地域も考えられるが、そのような地域における医師の確保については、各地域の実情に応じて適切に対応す

る必要があると考える。

○医学部臨時定員の配分方法について、令和８年度の医学部臨時定員は、医師の年齢が高齢医師に偏って

いる場合などは削減幅を緩和する又は削減をしない取扱いとしており、令和９年度の医学部臨時定員に

おいても、地域の実情に応じた配慮については継続することを検討している。

○また、当該区域が医師少数区域でない場合であっても医師少数スポット（原則市町村単位）に指定する

ことで、キャリア形成プログラム対象医師の派遣先区域等として若手医師を確保することができるほか、

「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ」に基づく経済的インセンティブの対象となる「重

点医師偏在対策支援区域」に指定することで、重点的かつ優先的に対策を進めることが可能である。

○このような取組を行ってもなお医師不足が進行する地域又は将来的な医師不足が懸念される地域につい

ては、医師確保の取組は継続しつつも、例えば拠点病院からのオンライン診療を実施するなど、現時点

での医療の確保に向け、対策を講じることとしてはどうか。
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医師偏在対策を進める上での考え方（案）

➢ 現行の医師偏在指標に、地理的な要素（人口密度、医療機関へのアクセス、離島や豪雪地帯といった地理上の特

性）を反映した上で区域を設定することについて

→ 次期医師確保計画（R9～）における医師少数区域の設定にあたっては、現行の医師偏在指標に加え、地理的要

素を一定反映して医師少数区域を設定することとしてはどうか。

➢ 性年齢階級別の医師の労働時間比率について、実態に即したデータを反映することについて

→ 医師偏在指標に用いられている医師の性年齢階級別労働時間比を含め、次期医師確保計画に向けた医師偏在指

標の算出に用いるデータについては、可能な限り最新の調査結果を反映することとしてはどうか。

➢ 高年齢医師が多く、数年後に医師少数区域になる可能性がある等、医師の年齢構成の違いの反映について

→ 高齢医師の割合が高い都道府県や区域については、医師確保の取組を進める一方、それでも現時点で医師不足

が進行する地域については、例えば拠点病院からのオンライン診療を実施するなど、現時点での医療の確保に向

け、対策を講じることとしてはどうか。

31

２．診療科偏在対策等の地域で必要な診療の確保について
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医師数の年次推移

出典：令和4(2022)年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況（結果の概要）
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/ishi/22/dl/R04_kekka-0.pdf

医師数の年次推移

33

第３回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１
令 和 ６ 年 ３ 月 2 7 日

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計

診療科別医師数の推移（平成20年を1.0とした場合）

34

第１回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１

一部改
令 和 ６ 年 １ 月 2 9 日
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診療科別医師数の推移

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計35

※内科 ・・内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科
※外科 ・・外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科、小児外科
※平成18年調査から新設された「研修医」項目は除く。

※医師届出票において、
主たる診療科として選択
された診療科を集計

第１回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１

一部改
令 和 ６ 年 １ 月 2 9 日

診療科別専攻医採用数の推移

36
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19
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69
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300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成30（2018）年 平成31（2019）年 令和２（2020）年 令和３（2021）年 令和４（2022）年 令和５（2023）年 令和６（2024）年 令和７（2025）年

内科

小児科

皮膚科

精神科

外科

整形外科

産婦人科

眼科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

脳神経外科

放射線科

麻酔科
病理
臨床検査
救急科

形成外科
リハビリ科
総合診療

8,410
8,615

9,082 9,183
9,448 9,325 9,454

9,762

（人）

○ 近年、専攻医数は経時的に増加している。また、診療科の内訳には大きな変化はない。
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医師少数区域に従事する医師数が少ない区域の診療科ごとの状況

○ 医師少数区域（二次医療圏）に従事する診療科ごとの人口10万対医師数を全国と比較すると、医師少

数区域の医師が少ない（全国比0.6未満の区域が多くを占める）地域の状況は診療科ごとに差がある。

37
※医師・歯科医師・薬剤師統計（令和４年）を基に、医療施設従事医師数を、主たる従業地による二次医療圏、主たる診療科別に集計
※二次医療圏人口は、国勢調査2020のデータを使用

（区域数）

医師少数区域（二次医療圏ごと）の各診療科における人口10万対医師数の全国比率別区域数

（当該二次医療圏における各診療科の人口10万対医師数）/（全国における各診療科の人口10万対医師数）
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4
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11
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6
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6

2
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12

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内科

整形外科

精神科

外科

泌尿器科

脳神経外科

眼科

小児科

耳鼻いんこう科

産婦人科

皮膚科

形成外科

麻酔科

救急科

放射線科

全診療科

0以上0.2未満 0.2以上0.4未満 0.4以上0.6未満 0.6以上0.8未満 0.8以上1未満 1以上

○ 患者調査による推計外来患者数を、類似する傷病を一定程度統合した上で、患者数の多いものを整理すると、高血圧や糖尿病等
の内科領域の疾患の他に、整形外科、皮膚科、眼科、耳鼻科等の疾患が多く見られる。

診療領域ごとの患者数

傷病名
推計外来患者数

（千人）

高血圧 602.9

腰痛症 375.1

かぜ・感冒 319.7

皮膚の疾患 293.9

関節症（関節リウマチ、脱臼） 281.8

糖尿病 201

外傷 173.3

脂質異常症 162

下痢・胃腸炎 129.3

慢性腎臓病 128.8

喘息・COPD 114.7

がん 109.6

アレルギー性鼻炎 99.7

骨折 87.6

うつ（気分障害、躁うつ病） 76.8

緑内障 68.5

白内障 66.5

結膜炎・角膜炎・涙腺炎 62.3

骨粗しょう症 58.4

認知症 58.1

不安・ストレス（神経症） 52.9

脳梗塞 52.4

傷病名
推計外来患者数

（千人）

統合失調症 49.5

近視・遠視・老眼 46.3

不整脈 43.2

前立腺肥大症 38.8

睡眠障害 38.1

中耳炎・外耳炎 38.1

狭心症 32.5

心不全 31.7

正常妊娠・産じょくの管理 28.5

便秘 24

頭痛（片頭痛） 22

更年期障害 20

慢性肝炎（肝硬変、ウイルス性肝炎） 17.4

末梢神経障害 17.4

難聴 15.1

貧血 13.6

乳房の疾患 10.3

頚腕症候群 9

・推計外来患者数が15千人以上を基準にして傷病名を抽出。
・ICD-10による疾病分類（中分類）を参考にして、類似する傷病名を統合して集計。
・ただし、 「ⅩⅩⅠ健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用」「ⅩⅩⅡ特殊目的用コード」
および、その他の大分類の疾患、歯科系疾患は除く。

出典：令和５年「患者調査」
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医師確保対策に関する取組（全体像）

各都道府県の取組医師養成過程における取組

【医師確保計画】

○ 医師偏在指標により医師偏在の状況を把握
計画期間の終了時点で確保すべき目標医師数を設定

＜具体的な施策＞

●大学と連携した地域枠の設定

●地域医療対策協議会・地域医療支援センター

・ 地域医療対策協議会は、医師確保対策の方針（医師養
成、医師の派遣調整等）について協議

・ 地域医療支援センターは、地域医療対策協議会の協議
結果に基づき、医師確保対策の事務（医師派遣事務、派遣
される医師のキャリア支援・負担軽減、勤務環境改善支援
センターとの連携等）を実施

●キャリア形成プログラム（地域枠医師等）

・ 「医師不足地域の医師確保」と「派遣される医師の能
力開発・向上」の両立を目的としたプログラム

●認定医師制度の活用

・ 医師少数区域等に一定期間勤務した医師を厚労大臣が
認定する制度を活用し、医師不足地域の医師を確保

【大学医学部】

〇 中長期的な観点から、医師の需要・供給推計に基づき、全
国の医師養成数を検討

〇 地域枠（特定の地域や診療科で診療を行うことを条件とし
た選抜枠）の医学部における活用方針を検討

【臨床研修】

〇 全国の研修希望者に対する募集定員の倍率を縮小するとと
もに、都道府県別に、臨床研修医の募集定員上限数を設定

〇 その際、都市部や複数医学部を有する地域について、上限
数を圧縮するとともに、医師少数地域に配慮した定員設定
を行い、地域偏在を是正

【専門研修】

〇 日本専門医機構において、将来の必要医師数の推計を踏ま
えた都道府県別・診療科別の専攻医の採用上限数（シーリ
ング）を設定することで、地域・診療科偏在を是正
（産科等の特に確保が必要な診療科や、地域枠医師等につ
いてはシーリング対象外）

地域の医療を支えている勤務医が、安心して働き続けられる環境を整備することが重要であることから、都道府県ごとに設置された医
療勤務環境改善支援センター等による医療機関への支援を通じて、適切な労務管理や労働時間短縮などの医師の働き方改革を推進。具体
的には、

○ 医療機関における医師労働時間短縮計画の作成や追加的健康確保措置等を通じて、労働時間短縮及び健康確保を行う

○ 出産・育児・介護などのライフイベントを経験する医師が、仕事と家庭を両立できるよう勤務環境の改善を推進

医師の働き方改革

令和6年11月20日第12回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

39

専門研修 ー 専門医制度における地域・診療科偏在対策

◼ 日本専門医機構が、都道府県別・診療科別の
採用数の上限（シーリング）を設定

※医師法の規定により、都道府県の意見を踏まえ、厚生労働大臣から
日本専門医機構等に意見・要請を実施

⚫ ５大都市を対象としたシーリング（2018年度～）から、
都道府県別・診療科別必要医師数に基づいたシーリングへ変更（2020年度～）

⚫ 特別地域連携プログラムの導入（2023年度～）

医師養成過程を通じた医師偏在対策

学部
教育

臨床
研修

専門
研修

医師養成
過程

臨床研修 ー 臨床研修制度における地域偏在対策

◼ 都道府県別の募集定員上限数の設定
◼ 全国の研修希望者に対する募集定員の倍率を縮小

⚫ 医師少数区域へ配慮した都道府県ごとの定員設定方法への変更
⚫ 地域医療重点プログラムの新設（2022年度～）

•長期的には医師供給が需要を上回ると考えられるが、地域偏在や診療科偏在に引き続き対応する必要があることから、医師養成過
程の様々な段階で医師の地域偏在・診療科偏在対策を進めている。

医師専門研修部会

大学医学部 ー 地域枠の設定（地域・診療科偏在対策）

◼ 大学が特定の地域や診療科で診療を行うことを条件とした選抜枠を設け、都道府県が学生に対して奨学金を貸与する
仕組みで、都道府県の指定する区域で一定の年限従事することにより返還免除される（一部例外あり）

⚫ 2026（令和８）年度の臨時定員は、2024（令和６）年度の医学部総定員数（9,403人）を上限とし、臨時増員の枠組みを維持
⚫ 2027（令和９）年度以降の臨時定員は、各都道府県・大学の医師確保の現状を踏まえて検討

医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会

※臨床研修病院の指定、募集定員の設定権限を都道府県へ移譲（2020年4月～）

上
限

B県やC県のX診療科を目指す

→

採用人数
(A県 X診療科)

B県 A県 C県

X診療科 Z診療科Y診療科

A県のY診療科やZ診療科を目指す

X診療科の研修
を行う場合

A県で研修
を行う場合

診療科間の偏在是正

都道府県間の偏在是正

A県
X診療科

6

年

2

年

3

年
以
上

7,000

9,000

11,000

H17' H20' H23' H26' H29' R2' R6'

研修希望者

募集定員

人

1.23倍

1.07倍

1.35倍

医師臨床研修部会

1.1倍
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『医師確保計画』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定

医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを
踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。

・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域
から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする

・中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元
出身者枠の増員によって医師を増やす方針とする等

医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成
するための具体的な施策を策定する。

・ 大学医学部の地域枠を15人増員する

・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏
から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣
する調整を行う 等

医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策

(例)

医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の
医師確保計画のみ４年

（医療計画全体の見直
し時期と合わせるため）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメージ

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定

全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位
の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区
域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。

医師偏在指標の算出

三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客
観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢
構成等を踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要（ニーズ）及び
将来の人口・人口構成の変化

・ 患者の流出入等
・ へき地等の地理的条件

・ 医師の性別・年齢分布
・ 医師偏在の種別
（区域、診療科、入院／外来）

（例）

医師多数区域

医師少数区域

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施

３年*ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAサイクルの実施）

全国335医療圏

医師偏在指標

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位

小 大下位33.3％
⇒医師少数区域

上位33.3％
⇒医師多数区域

・・・

背景
・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を行うことができる体制が十分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」

確保すべき医師の数の目標
（目標医師数）

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終
了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指
標を踏まえて算出する。

令和6年９月５日
第110回社会保障審議会医療部会資料
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「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」における主な意見

診療科偏在に関する主な意見

・ 医師偏在の課題は総数の面での都道府県格差、都道府県内の少数地域、地方における若手医師
の流出・減少、診療科の偏在があり、全体的な内容の把握が必要。

・ 診療科の偏在に対して取組があまり見えてこない。病気になった際に病院や医療施設が地域の
どこにもないという状況を減らせるような対策が必要。

・ 今までのこの会で検討していたのは地域偏在がメインだったが、診療科の偏在と地域偏在は
セットで考えていかないと、必要な医師が必要な地域にいなくなるという事態が生じてしまう恐
れがある。
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「診療科偏在」について

視点１ 地域でのニーズがある一方で、医師数の伸びが緩慢であるなど、担い手の確保の観点での

対策が必要な診療科

→ 例：総合的な診療に従事する医師、外科に従事する医師 等

視点２ 医療計画に基づき地域の医療提供体制を維持する観点での対策が必要な診療科・領域

→ 例：小児科、産婦人科、救急、がん 等

視点３ 医師少数区域における医師数が少ない一方、一定の医療ニーズが見込まれる場合について、

地域でのアクセスを確保する観点での対策が必要な診療科

→ 例：皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科 等

○ 医師の数全体は経時的に増加傾向にあるが、診療科ごとの医師数の増加ペースは異なっている。

医療計画等に基づき地域の医療提供体制を確保するため、特に周産期等で取組を進めてきた。

○ 二次医療圏ごとの医師少数区域における医師数をみると、全国と比べて医師数が少ない傾向の地

区もあり、これは診療科ごとに程度が異なる。

○ 「診療科偏在」は様々な課題を内包していると考えられることから、以下のような視点に基づい

て検討することが考えられる。
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１ 担い手の確保の観点

２ 地域の医療提供体制を維持する観点

３ 地域偏在が大きい診療科のアクセス確保の観点

１ 担い手の確保の観点
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診療科別専攻医採用数の推移
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2,670 2,794 2,923 2,977 2,915 2,855 2,850 3,027

573 548
565 546 551 526 532

537271
321

304 303 326 348 297
308441

465
517 551 571 562 570

540
805

826
829 904 846 835 807

863
552

514
671

623 644 651 739
755

441
437

476 475 517 481 482
469

328
334

344 329 343
310 331

347

267
282

266 217 256
203 206

278

274
255

323 312 310
338 343

332

224
252

247 255 237
217 219

237

260
234

247 268 299
341 343

326

495
489

455 463 494
466 486

497

114
118

102 95 99
93

90
109

6
19

14 21 22
36 18

25

267
286

279 325 370
408 472

449

163
193

215 209
253

234 226

226

75
69

83 104
145

136 153

137

184
179

222 206
250

285
290

300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成30（2018）年 平成31（2019）年 令和２（2020）年 令和３（2021）年 令和４（2022）年 令和５（2023）年 令和６（2024）年 令和７（2025）年

内科

小児科

皮膚科

精神科

外科

整形外科

産婦人科

眼科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

脳神経外科

放射線科

麻酔科
病理
臨床検査
救急科

形成外科
リハビリ科
総合診療

8,410
8,615

9,082 9,183
9,448 9,325 9,454

9,762

（人）

○ 総合診療を選択する専攻医の数は、経時的に増加傾向にある。

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

総合的な診療能力を持つ医師養成に関する取組①
【大学・大学病院における取組】

令和７年度当初予算額 4.5億円（3.0億円）
 ※（）内は前年度当初予算額

○ 医師の地域偏在と診療科偏在の解消に向けた取組のひとつとして、幅広い領域の疾患等を総合的に診ることができる
総合診療医の養成を推進することを目的としている。

実施主体：医師養成課程を有する学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条の規定に基づく大学
補助率：定額 事業実績：令和７年度交付対象大学数→12大学

48

秋田大学、福島県立医科大学、新潟大学、金沢大学、福井大学、三重大学、

島根大学、広島大学、山口大学、香川大学、愛媛大学、大分大学

総合的な診療能力を持つ医師養成拠点の形成事業

○ 総合的な診療能力を持つ医師の養成を地域で推進するための事業について、令和７年度採択大学を決定し、取組を進めている。

第1 0回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１
令 和 ７ 年 ６ 月 2 5 日
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３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

総合的な診療能力を持つ医師養成に関する取組②
【リカレント教育の推進】

○ 経済財政運営と改革の基本方針2024 において、総合的な診療能力を有する医師の育成や、リカレント教育の実施等
の必要な人材を確保するための取組を実施することとされており、医師の地域偏在と診療科偏在の解消に向けた取組の
ひとつとして、幅広い領域の疾患等を総合的に診ることができる総合診療医の養成を推進することを目的としている。

実施主体：関係学会等 補助率：定額
事業実績：令和７年度採択団体→総合的な診療能力を持つ医師養成のためのリカレント教育事業連絡協議会

（全日本病院協会、日本プライマリ・ケア連合学会／日本病院会、全国自治体病院協議会、全国国民健康保険診療施設協議会／全国老人保健施設協会、日本老年医学会による共同運営）
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総合的な診療能力を持つ医師養成のためのリカレント教育推進事業

○ 中堅・シニア世代以降の医師を主な対象とした、総合的な診療能力を有する医師養成を全国的に推進するリカレント教育事業につい

て、採択団体を決定し、取組を進めている。

令和６年度補正予算額 1.1億円

第1 0回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１
令 和 ７ 年 ６ 月 2 5 日

リカレント教育における取組の一例

○ リカレント教育の研修プログラムでは、内科・外科領域に限らず、皮膚科や眼科等を含む様々
な領域の日常的に高頻度で遭遇する疾患について、適切な初期対応とマネジメントを行うために
必要な知識・技術を修得できる学習を提供している。

＜「総合医育成プログラム（運営：日本プライマリ・ケア連合学会、全日本病院協会）」の研修プログラム、教材＞

ノンテクニカルスキルコース（全11単位）

診療実践コース（全23単位）

小児科 EBM 認知症

呼吸器 皮膚科 精神科

臨床推論 循環器 消化器

耳鼻科 産婦人科 感染症

整形外科 血液・膠原病 神経

腎・泌尿器 リハビリテーション 行動変容

糖尿病 地域包括ケア実践 T＆A（triage&action）
マイナー
エマージェンシー

T＆A（triage&action）
救急初療

医療運営

（「皮膚科」教材より抜粋）

（「T＆A（triage＆action）マイナーエマージェンシー」教材より抜粋）

※ 研修プログラムや教材の内容はニーズに合わせてアップデートしている。
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１）リカレント教育に関心があり、受講したい

２）リカレント教育に関心があるが、時間の確保が難し
い

３）時間確保ができる体制整備がなされるならば受講し
たい

４）教育内容が充実していれば受講したい

５）リカレント教育に際する経済的な負担が配慮される
ならば、受講したい

６）現役で多くの症例を経験しているため、リカレント
教育は必要ない場合もあることを考慮してほしい

７）リカレント教育に関心がない

８）その他（自由記載）

参考：（一社）日本医学会連合 アンケート調査結果
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1,070名（15.8％）

1,721名（25.5％）

2,387名（35.3％）

2,629名（38.9％）

2,010名（29.7％）

1,495名（22.1%）

1,200名（17.8％）

431名（6.4％）

調査対象：日本医学会連合加盟学会のうち臨床系の学会会員*を対象にしたアンケート調査
（＊）臨床内科部会、臨床外科部会、基礎部会、社会部会のうち臨床系の学会

調査期間：令和６年11月27日～12月９日

出典：地域医療の向上と研究力の向上に関する意識調査（中間報告）
（一般社団法人日本医学会連合（令和６年12月12日））

リカレント教育について、あなたはどう思いますか。（複数選択可）調査結果①
回答者数：6,760名

第1 0回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１
令 和 ７ 年 ６ 月 2 5 日

参考：（一社）日本医学会連合 アンケート調査結果
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出典：地域医療の向上と研究力の向上に関する意識調査（中間報告）
（一般社団法人日本医学会連合（令和６年12月12日））

調査対象：日本医学会連合加盟学会のうち臨床系の学会会員*を対象にしたアンケート調査
（＊）臨床内科部会、臨床外科部会、基礎部会、社会部会のうち臨床系の学会

調査期間：令和６年11月27日～12月９日

リカレント教育について、あなたはどう思いますか。（年代別・複数選択可）調査結果②
回答者数：6,549名

11.6%
11.0%

15.4% 16.0% 15.7%

18.2% 18.8%

15.8%

9.0%

14.4%

24.4%
26.2%

30.3%

25.1% 25.7% 25.5%

34.2%
32.6%

35.9%
37.5%

35.9%
34.2%

35.3% 35.7%

32.9%

39.2%
40.0%

38.6%
37.4%

41.7%

44.9%

39.1%

18.1%

29.7%

33.4%
31.8%

30.2%

27.9%

20.2%

29.8%

15.5%

17.5% 18.1%

22.5%

24.9%

23.3%

19.5%

22.2%

25.8% 24.9%

18.1%

19.0%

15.6%
14.5%

13.2%

17.6%

5.2%
6.2%

7.6%
6.0% 6.2% 6.6% 6.3% 6.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

30歳未満

N=155

30～34歳

N=582

35～39歳

N=590

40～49歳

N=1,839

50～59歳

N=1,901

60～69歳

N=1210

70歳以上

N=272

総計

N=6,549

1）リカレント教育に関心があり、受講したい 2）リカレント教育に関心があるが、時間の確保が難しい

3）時間確保ができる体制整備がなされるならば受講したい 4）教育内容が充実していれば受講したい

5）リカレント教育に際する経済的な負担が配慮されるならば、受講したい 6）現役で多くの症例を経験しているため、リカレント教育は必要ない場合もあることを考慮してほしい

7）リカレント教育に関心がない 8）その他（自由記載）

第1 0回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１
令 和 ７ 年 ６ 月 2 5 日
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参考：（一社）日本医学会連合 アンケート調査結果

53

出典：地域医療の向上と研究力の向上に関する意識調査（中間報告）
（一般社団法人日本医学会連合（令和６年12月12日））

調査対象：日本医学会連合加盟学会のうち臨床系の学会会員*を対象にしたアンケート調査
（＊）臨床内科部会、臨床外科部会、基礎部会、社会部会のうち臨床系の学会

調査期間：令和６年11月27日～12月９日

リカレント教育について、あなたはどう思いますか。（男女別・複数選択可）調査結果③
回答者数：6,549名
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14.0% 14.7%
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26.7%
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19.6%

25.5%

34.5%

39.1% 38.7%

35.7%
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44.3%
42.3%

39.1%

29.8% 29.0%

38.0%

29.8%

23.3%

19.6%

14.7%

22.2%

18.4%

14.5%

22.7%

17.6%

6.3% 5.9%

11.0%

6.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

男性

N=4,818

女性

N=1,568

回答を控える

N=163

総計

N=6,549

1）リカレント教育に関心があり、受講したい 2）リカレント教育に関心があるが、時間の確保が難しい

3）時間確保ができる体制整備がなされるならば受講したい 4）教育内容が充実していれば受講したい

5）リカレント教育に際する経済的な負担が配慮されるならば、受講したい 6）現役で多くの症例を経験しているため、リカレント教育は必要ない場合もあることを考慮してほしい

7）リカレント教育に関心がない 8）その他（自由記載）

１．医学教育と臨床研修
○ 法に基づく臨床研修（医師法第16条の２）

診療に従事しようとする医師は、二年以上、都道府県知事の指定する病院又は外国の病院で厚

生労働大臣の指定するものにおいて、臨床研修を受けなければならない。

１８才 ２２才

法に基づく

臨床研修

医学部（６年） 臨床研修病院

専門教育

２６才

医
師
国
家
試
験
合
格

(

一
回
目
医
籍
登
録
）

臨床研修修了後の研修等 ・・
準備教育

共
用
試
験

臨床前医学教育
診療参加型
臨床実習

年 齢

２年

２４才

入
学
試
験

高等学校
３年

専
門
医
資
格
取
得

臨
床
研
修
修
了

知識・技能
の評価

生涯教育

２．臨床研修の基本理念（医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令）

臨床研修は、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学及び医療の果

たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよ

う、基本的な診療能力を身に付けることのできるものでなければならない。

臨床研修制度の概要

(

二
回
目
医
籍
登
録
）
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医師臨床研修制度の見直し（令和２年度研修から適用）
～医道審議会医師分科会医師臨床研修部会報告（概要）～

・基礎研究の国際競争力の低下

・医師臨床研修制度は、医師の基本的な診療能力の修得のため、平成16年度に努力義務から必修化され、概ね５年毎に見直しを行ってきた
・今回は、①卒前・卒後の一貫した医師養成、②到達目標、③臨床研修病院の在り方、④地域医療の安定的確保等について見直し
・今後、臨床研修制度が研修医、患者、医療制度等に与えた影響を評価し、卒前・卒後教育の連続性の観点から制度の在り方の検討が必要

①医学教育モデル・コア・カリキュラムと整合的な到達目標・方略・評価を作成

①目標、方略、評価に分けて整理・簡素化
②目標を「医師としての基本的価値観（プロフェッショナリズム）」「資
質・能力」「基本的診療業務」に整理し、入院、外来、救急、地域医療の
基本的な診療能力を担保

③方略は、内科、救急、地域医療に加え、外科、小児科、産婦人科、精神科
を必修化し、一般外来の研修を含むことを追加

④評価は、モデル・コア・カリキュラムとの連続性を考慮しつつ、標準化

①指導・管理体制等についての訪問調査の見直し    
      ・改善がみられない病院は指定取消の対象へ
      ・課題がある基幹型病院は訪問調査の対象へ
②プログラム責任者養成講習会の受講義務化
③第三者評価を強く推奨し、次回以降義務化を前提に検討

①大都市圏の募集定員を圧縮し、それ以外の募集定員を確保
・臨床研修病院の募集定員倍率を2025年度に1.05倍まで圧縮
・医学部入学定員による募集定員の算定には上限を設ける
・地理的条件等の加算を増加

②地域枠等の一部について、一般のマッチングとは分けて選考
③国が一定の基準等を示した上で、臨床研修病院の指定・募集定員設定を都
道府県が行う

①中断・未修了の対応は継続
②大学病院に基礎研究医養成枠を設置

・卒前と卒後の医師養成過程が整合的であることが必要

・現行の到達目標は、目標、方略、評価が不明確
・基本的診療能力や臨床推論の更なる修得
・評価方法の標準化が必要

・臨床研修病院の更なる質の向上

・地域医療の確保に対する更なる対応が必要
・都道府県の実情に応じた対応が必要

１．卒前・卒後の一貫した医師養成

２．到達目標・方略・評価

３．臨床研修病院の在り方

４．地域医療の安定的確保

５．その他
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「臨床研修の到達目標、方略及び評価」（令和２年度研修から適用）

研修医評価票

Ⅰ 「A. 医師としての基本的価値観（プロフェッショナリズム）」に関する評価
Ⅱ 「B. 資質・能力」に関する評価
Ⅲ 「C. 基本的診療業務」に関する評価

臨床研修の目標の達成度判定票

２年間の研修終了時に、研修管理委員会が、研修医評価票Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを勘案して作成（総括的評価）

Ａ. 医師としての基本的価値観
（プロフェッショナリズム）

１．社会的使命と公衆衛生への寄与
２．利他的な態度
３．人間性の尊重
４．自らを高める姿勢

・一般外来（4 週以上）での研修を含む（他の必修分野等との同時研修を行うことも可）
・地域医療は、へき地・離島の医療機関、許可病床数が200床未満の病院又は診療所で行い、一般外来での研修と在宅医療の研修を含める
・全研修期間を通じて、以下の研修を含むこと

感染対策、予防医療、虐待への対応、社会復帰支援、緩和ケア、アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）、臨床病理検討会（ＣＰＣ）等
・以下の研修を含むことが望ましい

診療領域・職種横断的なチーム（感染制御、緩和ケア等）に参加、児童・思春期精神科領域（発達障害等）、薬剤耐性菌、ゲノム医療 等

Ｂ. 資質・能力
１．医学・医療における倫理性
２．医学知識と問題対応能力
３．診療技能と患者ケア
４．コミュニケーション能力
５．チーム医療の実践

C. 基本的診療業務
（コンサルテーションや医療連携が可能
な状況下で、以下の各領域において、単
独で診療ができる）
１．一般外来診療
２．病棟診療
３．初期救急対応
４．地域医療

６．医療の質と安全の管理
７．社会における医療の実践
８．科学的探究
９．生涯にわたって共に学ぶ姿勢

内科（24週以上）救急（12週以上）外科（4週以上）小児科（4週以上）産婦人科（4週以上）精神科（4週以上）地域医療（4週以上）を必修

・各分野・診療科のローテーション終了時に、医師及び医師以外
の医療職（看護師を含むことが望ましい）が評価

・少なくとも年２回、プログラム責任者又は研修管理委員会委員
が、研修医に対して形成的評価（フィードバック）を行う

経験すべき症候：29項目
ショック、体重減少・るい痩、発疹、黄疸、
発熱、もの忘れ、頭痛 等

経験すべき疾病・病態：26項目
脳血管障害、認知症、急性冠症候群、心不全、
大動脈瘤、高血圧、肺癌、肺炎 等

医師は、病める人の尊厳を守り、医療の提供と公衆衛生の向上に寄与する職業の重大性を深く認識し、医師としての基本的価値
観（プロフェッショナリズム）及び医師としての使命の遂行に必要な資質・能力を身に付けなくてはならない。医師としての基盤
形成の段階にある研修医は、基本的価値観を自らのものとし、基本的診療業務ができるレベルの資質・能力を修得する

Ⅰ到達目標

Ⅱ実務研修の方略

Ⅲ到達目標の達成度評価
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（参考）臨床研修における様々な研修の具体的内容等
（医師法第 1 6 条の 2 第 1 項に規定する臨床研修に関する省令の施行について（令和７年３月 3 1 日一部改正））
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• 地域医療については、適切な指導体制の下で、患者が営む日常生活や居住する地域の特性に即した医療

（在宅医療を含む。）について理解し、実践するという考え方に基づいて、へき地・離島の医療機関若し

くは許可病床数が200床未満の病院又は診療所を適宜選択して研修を行うこと。また、研修を行う上で有

益な施設、例えば、保健所等で１日から２日程度の研修を行うことは差し支えないこと。さらに研修内容

としては、一般外来での研修と在宅医療の研修を含めること。ただし、地域医療以外で在宅医療の研修を

行う場合に限り、必ずしも在宅医療の研修を行う必要はないこと。病棟研修を行う場合は慢性期・回復期

病棟での研修を含めること。医療・介護・保健・福祉に係わる種々の施設や組織との連携を含む、地域包

括ケアの実際について学ぶ機会を十分に含めること。また、研修を行う病院又は診療所については、各都

道府県に設置されている地域医療対策協議会や、関係する地方公共団体の意向を踏まえるなど、地域の実

情に応じて選定するよう配慮すること。

• 必修分野及び一般外来以外の研修期間において、選択研修として、保健・医療行政の研修を行う場合、研

修施設としては、保健所、介護老人保健施設、社会福祉施設、赤十字社血液センター、検診・健診の実施

施設、国際機関、行政機関、矯正施設、産業保健の事業場等が考えられること。また、法医の研修を行う

場合の研修施設としては、法医解剖の実施施設が考えられること。(略）

• 研修全体において、院内感染や性感染症等を含む感染対策、予防接種等を含む予防医療、虐待への対応、

社会復帰支援、緩和ケア、アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）、臨床病理検討会（ＣＰＣ）等、

基本的な診療において必要な分野・領域等に関する研修を含むこと。また、感染制御チーム、緩和ケア

チーム、栄養サポートチーム、認知症ケアチーム、退院支援チーム等、診療領域・職種横断的なチームの

活動に参加することや、発達障害等の児童・思春期精神科領域、薬剤耐性菌、ゲノム医療等、社会的要請

の強い分野・領域等に関する研修を含むことが望ましいこと。

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計

診療科別医師数の推移（平成20年を1.0とした場合）
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第１回医師養成過程を通じた
医師の偏在対策等に関する検討会 資料１

一部改
令 和 ６ 年 １ 月 2 9 日
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診療科別の時間外・休日労働時間が年1,860時間超の医師の割合
〇 H28調査、Ｒ１調査、今回調査（Ｒ４調査）の病院・常勤勤務医の時間外・休日労働時間が年1,860時間換算を超える医師の割合を診療科別に集計した。

□ 時間外・休日労働時間が年1,860時間換算を超える医師の割合が高い診療科は脳神経外科（9.9%）、外科（7.1%）、形成外科（6.8%）、産婦
人科（5.9%）、 救急科（5.1%）であった。

※ H28調査の分析対象者は常勤勤務医であり、勤務先を問わない。
※ H28調査の設問は、19診療科ではないため、比較不可な診療科がある。
※ 労働時間には、兼業先の労働時間を含み、指示無し時間を除外している。
※ 宿日直の待機時間は労働時間に含め、オンコールの待機時間は労働時間から除外した（労働時間＝診療時間＋診療外時間＋宿日直の待機時間）。
※ R１調査、R４調査では宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を労働時間から除外している。
※ R１調査ではさらに診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの勤務医療機関調整を行っている。
※ 「時間外・休日労働時間が年1,860時間超」は週78時間45分超勤務と換算した。

第18回 医師の働き方改革の推進に
関する検討会 資料

２
令和５年10月12日
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専攻医が基本領域を選択しなかった理由

外科領域を選択することをやめた専攻医は、「ワークライフバランスの確保」に課題を感じている割合

が高い。

出典：令和５年度厚生労働行政推進調査事業補助金（厚生労働科学特別研究）
「日本専門医機構における医師専門研修シーリングによる医師偏在対策の効果検証」（研究代表者：日本専門医機構理事長渡辺毅）
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外科

(N=1,118)
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専攻医が希望していた基本領域を選択しなかった理由（複数回答、選択肢の上位10、％）
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）①

【基本的な考え方】

現状
課題

基本的な
考え方

医師偏在は一つの取組で是正が
図られるものではない

若手医師を対象とした医師養成
過程中心の対策

へき地保健医療対策を超えた取組
が必要

「保険あってサービスなし」という地域が生じることなく、将来にわたって国民皆保険が維持されるよう、
国、地方自治体、医療関係者、保険者等の全ての関係者が協働して医師偏在対策に取り組む

経済的インセンティブ、地域の医
療機関の支え合いの仕組み、医師
養成過程の取組等の総合的な対策

医師の柔軟な働き方等に配慮し
た中堅・シニア世代を含む全て
の世代の医師へのアプローチ

地域の実情を踏まえ、支援が必要
な地域を明確にした上で、従来の
へき地対策を超えた取組

○ 地域ごとに人口構造が急激に変化する中で、将来にわたり地域で必要な医療提供体制を確保し、適切な医

療サービスを提供するため、以下の基本的な考え方に基づき、制度改正を含め必要な対応に取り組み、実効

性のある総合的な医師偏在対策を推進する。

○ 総合的な医師偏在対策について、医療法に基づく医療提供体制確保の基本方針に位置付ける。

※医師偏在対策は、新たな地域医療構想、働き方改革、美容医療への対応、オンライン診療の推進等と一体的に取り組む。

・ 医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討
・ 医師確保計画により３年間のＰＤＣＡサイクルに沿った取組を推進
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令和6年12月25日
厚生労働省 公表資料
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＜医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等＞
・対象医療機関に公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康安全機構の病院を追加
・勤務経験期間を６か月以上から１年以上に延長。施行に当たって柔軟な対応を実施
＜外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等＞
・都道府県から外来医師過多区域の新規開業希望者に対し、開業６か月前に提供予定の医療機能等の届出を求め、協議の場への参加、地域で不足する医療や医師不足地域での
医療の提供の要請を可能とする

・要請に従わない医療機関への医療審議会での理由等の説明の求めや勧告･公表、保険医療機関の指定期間の6年から3年等への短縮
＜保険医療機関の管理者要件＞
・保険医療機関に管理者を設け、２年の臨床研修及び保険医療機関(病院に限る)において３年等保険診療に従事したことを要件とし、責務を課す

若手 中堅・シニア世代

＜医学部定員・地域枠＞
・医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資する
よう、都道府県等の意見を十分に聞きながら、必
要な対応を進める

・医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、
大学による恒久定員内の地域枠設置等への支援を
行う

・今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以
降の医学部定員の適正化の検討を速やかに行う

＜臨床研修＞
・広域連携型プログラム※の制度化に向けて令和８年
度から開始できるよう準備
※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

医師養成過程を通じた取組

＜重点医師偏在対策支援区域＞
・今後も定住人口が見込まれるが人口減少より医療機関の減少スピードが速い地域等を｢重点医師偏在対策支援区域｣
と設定し、優先的･重点的に対策を進める

・重点区域は、厚労省の示す候補区域を参考としつつ、都道府県が可住地面積あたり医師数、アクセス、人口動態等
を考慮し、地域医療対策協議会・保険者協議会で協議の上で選定（市区町村単位・地区単位等を含む）

＜医師偏在是正プラン＞
・医師確保計画の中で｢医師偏在是正プラン｣を策定。地対協・保険者協議会で協議の上、重点区域、支援対象医療機
関、必要な医師数、取組等を定める

※ 医師偏在指標について、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて必要な見直しを検討

医師確保計画の実効性の確保

＜全国的なマッチング機能の支援、リカレント教育の支援＞
・医師の掘り起こし、マッチング等の全国的なマッチング支援、総合的な診療能力を学び直すためのリカレント教育を推進
＜都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定＞
・都道府県と大学病院等で医師派遣･配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進

＜経済的インセンティブ＞
・令和８年度予算編成過程で重点区域における以下のような支援について検討

‣ 診療所の承継･開業･地域定着支援（緊急的に先行して実施）
‣ 派遣医師・従事医師への手当増額（保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的に捉える。保険者による効果等の確認）
‣ 医師の勤務・生活環境改善、派遣元医療機関へ支援
※ これらの支援については事業費総額等の範囲内で支援

・医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応を検討

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

・必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施
・外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮･支援等の観点での手厚い評価について必要な議論を行う

診療科偏在の是正に向けた取組

医偏在の正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）②

【総合的な対策パッケージの具体的な取組】

地域の医療機関の支え合いの仕組み

医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）②
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医師養成過程を通じた取組、診療科偏在の是正に向けた取組

＜医師養成過程を通じた取組＞

① 医学部定員・地域枠

○ 医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資するよう、個々の地域の実情や都道府県の意見を十分に聞きながら、必要な対応を

進める。

○ 医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、地域枠学生を受入れ育成する大学が恒久定員内への地域枠の設置等を含む地

域への定着の取組を促進するための支援を行う。

○ 今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以降の医学部定員の適正化の検討を速やかに行う。

② 臨床研修

○ 広域連携型プログラム※の制度化に向けて、令和８年度から開始できるよう準備を進めていく。

※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

＜診療科偏在の是正に向けた取組＞

○ 診療科偏在は、地域ごとの取組のみでは十分でなく、国全体として取り組むべき課題である。労働環境の改善や今後の医療需要の

見込み等を踏まえ、新たな地域医療構想等を通じた一定の医療の集約化を図りつつ、女性医師・男性医師を問わず、必要とされる分

野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施する。

○ 外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮・支援等の観点での手厚い評価について必要な検討を行う。
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経済財政運営と改革の基本方針2 0 2 5（令和７年６月1 3日閣議決定）

第３章中長期的に持続可能な経済社会の実現
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針
（１）全世代型社会保障の構築
（中長期的な医療提供体制の確保等）

2040年頃を見据え、医療・介護の複合ニーズを抱える85歳以上人口の増大や現役世代の減少に対応できるよ
う、コロナ後の受診行動の変化も踏まえ、質が高く効率的な医療提供体制を全国で確保する。このため、医療
需要の変化を踏まえた病床数の適正化を進めつつ、かかりつけ医機能の発揮される制度整備、医療の機能分
化・連携や医療・介護連携、救急医療体制の確保、ドクターヘリの安全かつ持続可能な運航、大学病院・中核
病院からの医師派遣の充実、適切なオンライン診療の推進、減少傾向にある外科医師の支援、都道府県のガバ
ナンス強化等を進める。

地域医療構想については、地域での協議を円滑に進めるため、医療機関機能・病床機能の明確化、国・都道
府県・市町村の役割分担など、2025年度中に国がガイドラインを策定し、各都道府県での2026年度以降の新た
な地域医療構想の策定を支援する。

医師の地域間・診療科間の偏在への対応については、経済的インセンティブや規制的な手法といった地域の
医療機関の支え合いの仕組みを含めた総合的な対策のパッケージを順次実施し、その効果を検証する。

こうした医師の適正配置のための支援の在り方について、全国的なマッチング機能やリカレント教育、医学
教育を含めた総合的な診療能力を有する医師の育成、医師養成過程の取組と併せて、2025年末までに検討を行
う。地域の医師確保への影響にも配慮し、医師偏在是正の取組を進め、医師需給や人口減少等の中長期的な視
点に立ち、2027年度以降の医学部定員の適正化を進める。また、偏在対策を含む看護職員の確保・養成や訪問
看護におけるＩＣＴ活用を含む看護現場におけるＤＸの推進、在宅サービスの多機能化といった在宅医療介護
の推進に取り組む。
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２ 地域の医療提供体制を維持する観点

『医師確保計画』の策定

産科・小児科における医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小を踏まえ、医療圏の見
直し等も含め地域ごとの医師確保の方針を策
定。
・医療圏の見直しや医療圏を越えた連携によっ
てもなお相対的医師少数区域の場合は、医師の

    派遣調整により医師を確保する方針とする。等

医師の確保の方針を踏まえ、偏在対策基準医師数を達成するため
の具体的な施策を策定する。
・産科又は小児科の相対的医師少数区域の勤務環境を改善する。
・周産期医療又は小児医療に係る協議会の意見を踏まえ、地域医療対
策協議会で、相対的医師少数区域内の重点化の対象となった医療機
関へ医師を派遣する調整を行う等

医師の確保の方針 偏在対策基準医師数を踏まえた施策

産科医師・小児科医師の偏在の状況把握

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

（三次医療圏、周産期・小児医療圏ごとに策定）

相対的医師少数区域の設定

全国の周産期・小児医療圏の産科・小児科における医師偏在指標の値を一律に比較し、下位の
一定の割合を相対的医師少数区域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。
※労働環境に鑑みて、産科・小児科医師は相対的に少なくない地域等においても不足している
   可能性があることから、相対的多数区域は設定しない。

産科・小児科における医師偏在指標の算出

三次医療圏・周産期・小児医療圏ごとに、産科・小児科に
おける医師の偏在の状況を客観的に示すために、地域ごと
の医療ニーズや､医師の性年齢構成等を踏まえた産科・小
児科における医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要(ニーズ) ・人口構成の違い等
・ 患者の流出入等

・ へき地等の地理的条件
・ 医師の性別・年齢分布

全国の周産期・小児医療圏

医師偏在指標 小 大下位○％⇒相対的医師少数区域

背景
・診療科別の医師偏在については、まずは診療科と疾病・診療行為との対応を明らかにする必要があり、検討のための時間を要する。
・一方、産科・小児科における医師偏在対策の検討は、政策医療の観点からも必要性が高く、診療科と診療行為の対応も明らかにしやすい。

医師偏在指標で考慮すべき要素

偏在対策基準医師数

計画終了時点の医師偏在指標が、計画開
始時点の「相対的医師少数三次医療圏」、
「相対的医師少数区域」の基準値（下位
○％）に達することとなる医師数を「偏在対
策基準医師数」と設定。
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（三次医療圏、周産期・小児医療圏ごとに策定）

(施策の具体的例)

①医療提供体制等の見直しのための施策
・医療圏の統合を含む周産期医療圏又は小児医療圏の見直し。
・医療提供体制を効率化するための再編統合を含む集約化・重
点化。
・病診連携の推進や、重点化された医療機関等から居住地に近
い医療機関への外来患者の逆紹介の推進等による医療機関の
機能分化・連携。
・地域の医療機関の情報共有の推進。
・医療機関までのアクセスに時間がかかる地域住民へ受診可能な
医療機関の案内、地域の実情に関する適切な周知等の支援。

②医師の派遣調整
・地域医療対策協議会における、都道府
 県と大学、医師会等の連携。
・医療機関の実績や、地域における小児
 人口、分娩数と見合った数の医師数とな
 るような派遣先の医療機関の選定。
・派遣先の医療機関を医療圏ごとに重点
 化。医師派遣の重点化対象医療機関の
 医師の時間外労働の短縮のための対策。

④産科・小児科医師の養成数を増やすため
の施策
・医学生に対する必要な情報提供や円滑な情報交換、専攻
 医の確保に必要な情報提供、指導体制を含む環境整備、
 離職防止。
・小児科医師の中でも確保に留意を要する新生児医療を担
 う医師について、小児科専攻医を養成する医療機関において、
 新生児科（NICU）研修等の必修化の検討。
・産科・小児科医師におけるキャリア形成プログラムの充実化。

③産科・小児科医師の
勤務環境を改善するための施策
・相対的医師少数区域に勤務する産科・小児
 科医師が、研修、リフレッシュ等のために十分
 な休暇を取ることができるよう、代診医の確保。
・産科・小児科において比較的多い女性医師
 にも対応した勤務環境改善等の支援。
・産科・小児科医師でなくても担うことのできる
 業務についての、タスクシェアやタスクシフト。
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第３ 構築の具体的な手順 ２ 周産期医療圏の設定
(1) 都道府県は、周産期医療体制を構築するに当たって、（中略）、前記「１ 現状の把握」で収集した情報を分析し、妊産婦、胎児及び新生児のリスクや重症度に応じて必要となる

          医療機能を明確にして、周産期医療圏を設定すること。
(2) 医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。周産期医療圏の設定においては、産科医師や

          分娩取扱い施設が存在しない周産期医療圏がないようにするという第７次医療計画中間見直しの際に示された方針に従って、二次医療圏にこだわらず、周産期母子医療センターを
          基幹として集約化・重点化を行うなどにより、周産期医療圏を柔軟に設定し、必要な医療を確保すること。
          （中略）特に、無産科周産期医療圏を有する都道府県については、現状の把握を適切に行った上で、 周産期医療圏の見直しも含めた検討を行うこと。

(3) （中略）周産期医療圏の設定に当たっては、重症例（重症の産科疾患、重症の合併症妊娠、胎児異常症例等）を除く産科症例の診療が周産期医療圏で完結することを目安に、
          従来の二次医療圏にこだわらず地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

周産期医療の体制構築に係る指針（抄）

（参考） 各都道府県における、二次医療圏数と周産期医療圏数（令和６年４月１日時点）

都道府県名 二次医療圏数 周産期医療圏数

北 海 道 21 21

青 森 県 6 6 

岩 手 県 9 4 

宮 城 県 4 4 

秋 田 県 3 3 

山 形 県 4 4 

福 島 県 6 6 

茨 城 県 9 3 

栃 木 県 6 5 

群 馬 県 10 4 

埼 玉 県 10 10 

千 葉 県 9 9 

東 京 都 13 9 

神奈川県 9 6 

新 潟 県 7 7 

富 山 県 4 4 

石 川 県 4 4 

福 井 県 4 2 

山 梨 県 4 2 

長 野 県 10 10 

岐 阜 県 5 5 

静 岡 県 8 3 

愛 知 県 11 11 

三 重 県 4 4 

都道府県名 二次医療圏数 周産期医療圏数

滋 賀 県 7 4 

京 都 府 6 6 

大 阪 府 8 8 

兵 庫 県 8 7 

奈 良 県 5 5 

和歌山県 7 5 

鳥 取 県 3 3 

島 根 県 7 7 

岡 山 県 5 5 

広 島 県 7 7 

山 口 県 8 5 

徳 島 県 3 3 

香 川 県 3 3 

愛 媛 県 6 4 

高 知 県 4 4 

福 岡 県 13 4 

佐 賀 県 5 5 

長 崎 県 8 8 

熊 本 県 10 6 

大 分 県 6 3 

宮 崎 県 7 4 

鹿児島県 9 6 

沖 縄 県 5 5 

計 330 263 

青色：二次医療圏数と周産期医療圏数が
異なる場合

○ 産科医師確保計画と整合的に周産期医療体制の整備を行うため、第７次医療計画の中間見直しの際に示された方針に従って、
第８次医療計画においても、周産期医療圏ごとの体制整備を求めている。

○ 19都道府県において、二次医療圏と異なる周産期医療圏を設定している。

周産期医療圏
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タスク・シフト/シェア

● 妊産婦の妊娠・出産・育児に対する多様なニーズ ● 医師不足・分娩施設の減少への対応 ● 働き方改革（医師の時間外労働の上限規制）

妊婦の多様なニーズに応え、地域における安全・安心・快適なお産の場を確保するとともに、産科病院・産科診療所において助産師を積極的に
活用し、正常産を助産師が担うことで産科医師の負担を軽減する。「助産師の専門性の積極的な活用」により、タスク・シフト／シェアを推進する。

背景と目的

平成19年12月28日付け医政局長通知「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について」

⚫ 医師で無くても対応可能な業務を医師が行っていることが病院勤務医の厳しい勤務環境の一因。

このため、医師でなくても対応可能な業務例を下記のとおり整理。

➢助産師

① 正常分娩における助産師の活用 ② 妊産婦健診や相談における助産師の活用

③ 病院内で医師・助産師が連携する仕組みの導入（院内助産所・助産師外来）

平成22年3月23日「チーム医療の推進に関する検討会」報告書

➢助産師
⚫ 周産期医療の場面において、過重労働等による産科医不足が指摘される一方で、助産師は、正常分娩であれば自ら責
任を持って助産を行うことができることから、産科医との連携・協力・役割分担を進めつつ、その専門性をさらに活用
することが期待される。

役
割
分
担

チ
ー
ム

医
療

平成３年９月30日付け医政局長通知
「現行制度の下で実施可能な範囲におけるタスク・シフト/シェアの推進について」
● 医師の時間外労働の上限規制が適用される令和６年４月に向けて、医師の労働時間の短縮
を進めるため、検討会での議論等を踏まえ、まずは、現行制度の下で実施可能な範囲におい
て、医療機関において医師から他の医療関係職種へのタスク・シフト/シェアを推進するよう、
その留意点等について通知を発出。

● 医療機関全体でタスク・シフト/シェアの取組の機運が向上するよう、管理者及び医療従事
者全体の意識改革・啓発に取り組むことが求められるとともに、医療安全を確保しつつ、タ
スク・シフト/シェアを受ける側の医療関係職種の知識・技能が担保されるよう、教育・研修
の実施や人材確保等に取り組む必要。

● 特に、産科医療機関においては、産科医師の負担軽減を目的とした、院内助産や助産師外
来の開設・運営などによる「助産師の専門性の積極的な活用」を図ることが必要。

➢助産師 ①院内助産所 ②助産師外来

タ
ス
ク
・

シ
フ
ト
／
シ
ェ
ア

（厚生労働省医政局）68
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○ オープンシステム・セミオープンシステムでは、分娩を取り扱わない医療機関と分娩取扱医療機関
が役割分担をすることで、地域の周産期医療体制を構築している。

○ 令和４年度には、全国で175の周産期母子医療センター等の産科医療機関がオープンシステム・セミ
オープンシステムを利用して妊産婦への対応を行っている。

オープンシステム・セミオープンシステム

• 地域の産科診療所を積極的に活用する。 ・ 妊婦健診は地域で行い、分娩は他の医療機関で行う。

• 産科医師の負担を軽減する。

• 健診施設が夜間休日で休みであっても、緊急時は24時間対応の分娩予定医療機関で対応する。

産科診療所等

総合／地域
周産期母子医療センター等

健診
オープンシステム

セミオープンシステム

出典：周産期医療体制調査（医政局地域医療計画課調べ）（令和５年度）

【オープンシステム】
地元で健診を担当した医師・助産師が分娩時に連絡を受け、連携病院（周産期母子医療センター等）に出向き、出産に対応する。

【セミオープンシステム】
健診は地元で行い、分娩は連携病院で行う。出産には連携病院の医師、助産師が対応する。

＜目的＞
妊婦の多様なニーズに応え、地域における安全・安心・快適な
お産の場を確保する。

＜背景＞

・ 医師不足・分娩施設の重点化・集約化への対応

・ 周産期母子医療センターの負担軽減

・ 妊産婦の妊娠・出産・育児に対する多様なニーズ

109 125 133 127 133 142
110 125

157 162 175 173

0

50

100

150

200

（参考）オープンシステム・セミオープンシステムの基幹施設の数
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○ 地方の周産期医療体制の不足を補完し、妊産婦本人の居住地にかかわらず、安全・安心に妊娠・出産ができ、適切な医療や保健サービスが受けられる環境を全国で実現するた
め、遠方の分娩取扱施設で出産する必要がある妊婦に対して、当該分娩取扱施設までの移動にかかる交通費および出産予定日前から分娩取扱施設の近くで待機するための近
隣の宿泊施設の宿泊費（出産時の入院前の前泊分）の助成を行うことにより、妊婦の経済的負担の軽減を図ることを目的とする。
※ 本事業による支援を通じて、周産期医療の提供体制の構築において、周産期医療に携わる医師の働き方改革を進めつつ、地域医療構想や医師確保計画との整合性にも留意しながら、
医療機関・機能の集約化・重点化や産科医の偏在対策等を推進した場合においても、妊婦の分娩取扱施設までのアクセスを確保する。

自宅（又は里帰り先）から最寄りの分娩取扱施設（医学上の理由等により、周産期母子医療センターで出産する必要がある妊婦（以下「ハイリスク妊婦」という。）においては、
最寄りの周産期母子医療センター）まで概ね60分以上の移動時間を要する妊婦

① 自宅（又は里帰り先）から最寄りの分娩取扱施設まで概ね60分以上の移動が必要な場合
最寄りの分娩取扱施設※までの交通費および分娩取扱施設の近くで待機する場合の近隣の宿泊施設の宿泊費（出産時の入院前の前泊分）を助成する。また、ハイリスク妊
婦の場合は、最寄りの周産期母子医療センターまでの交通費及び宿泊費を助成する。

② 自宅（又は里帰り先）から最寄りの分娩取扱施設まで概ね60分未満だが、最寄りの周産期母子医療センターまで概ね60分以上の移動が必要な場合

最寄りの分娩取扱施設までは助成外。ただし、ハイリスク妊婦の場合は、最寄りの周産期母子医療センターまでの交通費及び宿泊費を助成する。

◆ 対象者

◆ 内 容

① 分娩取扱施設まで60分以上の移動が必要

妊婦（通常） ハイリスク妊婦

60分圏内

分娩取扱施設

周産期母子
医療センター

分娩取扱施設

交通費・宿泊費（出産

時の入院前の前泊分）助成

② 分娩取扱施設まで60分未満、周産期母子医療センターまで60分以上の移動が必要

妊婦（通常） ハイリスク妊婦

60分圏内

分娩取扱施設

対象外

対象外

分娩取扱施設

対象外

◆ 実施主体：市町村

◆ 補助率 ：国1/2
（都道府県1/4、市町村1/4）

※都道府県からの間接補助による交付

① 交通費（往復分）

② 宿泊費（上限14泊）

：移動に要した費用（タクシー移動の場合は実費額、その他の移動は旅費規程に準じて算出した交通費の額
（実費を上限とする））の８割を助成（※２割は自己負担）

：宿泊に要した費用（実費額（旅費規程に定める宿泊費の額を上限とする））から2000円／泊を控
除した額を助成（※１泊当たり2000円（および旅費規程を超える場合はその超過額分）は自己負担）

※出産時の入院前に分娩取扱施設の近隣の宿泊施設に前泊する場合、当該宿泊施設までの交通費とする（他も同様）

周産期母子
医療センター

周産期母子
医療センター

周産期母子
医療センター

交通費・宿泊費（出産

時の入院前の前泊分）助成

交通費・宿泊費（出産

時の入院前の前泊分）助成

(留意事項)本事業を実施する市町村が属する都道府県は、周産期医療提供体制の構築等の取組を通じて、成育過程にある者に対する医療、保健、福祉等に係る関係者による協議の場等
を活用して都道府県の医療部門と都道府県及び管内市町村の母子保健部門等とが連携し、妊婦健診や産後ケア事業をはじめとする母子保健事業等による妊産婦の支援の推進を図ること。

事業の目的

事業の概要

実施主体等 補助単価

成育局 母子保健課成育局 母子保健課妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への交通費及び宿泊費支援事業
令和７年度予算 3.5億円（4.7億円）【令和６年度創設】
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産科医療を担う産科医等の確保事業

＜事業内容＞ 産科医や小児科医（以下「産科医等」）の地域偏在を解消するため、産科医等の不足する
地域の医療機関に産科医等を派遣する医療機関に対して、その派遣に必要な費用を支
援し、分娩取扱施設の確保や産科医等の勤務環境改善を進める

＜負担割合＞ 国：２／３ 都道府県：1／３

【都市部の大病院】

診療の応援の
ために派遣

【地方の中核病院や産科病院、診療所】・産科医の地域偏在が指摘

都道府県別の分娩取扱医師偏在指標

（令和５年時点）
東京都：14.3 熊本県：6.8

・都道府県内でも医療圏毎の
地域偏在がある

周産期医療圏別の分娩取扱医師偏在指標
（令和５年時点）
京都府
京都・乙訓：15.8 南丹：5.1
熊本県
芦北：10.0 球磨：4.1

事業のイメージ

＜効果＞
・分娩取扱施設の確保
・産科医等の勤務環境の改善
・産科医等の地方経験
・ （副次的効果）地域内での派遣

背 景

旅費、派遣手当の支援

令和７年度予算 613億円の内数
（地域医療介護総合確保基金）

こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）
第３ こども施策に関する重要事項 ２．ライフステージ別の重要事項 （１）こどもの誕生前から幼児期まで
（妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保）
「周産期医療の集約化・重点化を推進し、地域の周産期医療体制を確保する。」

（※）医師偏在指標とは、都道府県ごと・医療圏ごとに、医師偏在の状況を客観的に把握できるよう、
需要側の状況（人口構造、患者の流出入など）、供給側の状況（医師の性別・年齢分布など）を踏まえ、全国統一的に算出した指標。 71

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

産科医療機関確保事業

令和７年度予算額 運営費:280,562千円、施設:医療施設等施設整備費補助金20億円の内数 設備:医療施設等設備整備費補助金23億円の内数

実際に分娩を取り扱う病院及び診療所（以下「産科医療機関」という。）が減少している現状にかん
がみ、一定の地域に所在する産科医療機関への財政的支援を実施することにより、身近な地域で安心し
て出産できる環境を整備することを目的とする。

３ 実施主体等

奄美群島、小笠原諸島等、
他に産科医療機関のない離島

分娩を取り扱う病院数１以下、かつ
診療所数２以下である二次医療圏

・ 年間の分娩取扱件数が概ね360件以下であること
・ 妊産婦の健康診査を実施すること
・ 分娩費用が出産育児一時金の金額相当又はそれ以上であること
・ 各都道府県において策定した医療計画上の集約化・重点化計画との整合性が確保されること

補助先：都道府県、産科医療機関等 補助率：１/２（負担割合:国１/２、都道府県１/２（運営費のみ））

分娩取扱施設

分娩取扱施設（診療所）

分娩取扱施設（病院）

最寄りの
施設まで
移動に
60分以上

設備整備支援

施設整備支援

運営支援
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１ 事業の目的

令和７年度予算額 医療提供体制推進事業費補助金267億円の内数（医療提供体制推進事業費補助金261億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

医政局地域医療計画課（内線8048）
周産期母子医療センター運営事業

○ 医療計画に記載された周産期母子医療センターの診療機能、医師、看護師等の確保や処遇改善等に必要な支援を
行い、周産期母子医療センターの充実強化について迅速かつ着実に推進することを目的とする。

○ 産科、小児科、麻酔科、救急医療の関連診療科を有し、必要な設備・人員等を備え、24時間体制で母体・新生児
を受け入れる体制を備えることにより、産科及び産科以外の合併症に対する対応の強化を目的とする。

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

機能：➀周産期に係る比較的高度な医療の提供

➁24時間体制での周産期救急医療の対応

地域周産期母子医療センター  297箇所 地域の施設

・病院

・診療所

・助産所

機能：①リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療

②関係診療科又は他の施設と連携した、産科合併症以外

の合併症を有する母体への対応

③地域の施設からの救急搬送の受入等の

周産期医療体制の中核としての機能

搬送

周産期母子医療センター

搬送

総合周産期母子医療センター  112箇所

周産期に関連する施設

総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターのMFICU(母体・胎児集中治療室)、NICU(新生児集中治療室)等に対する
財政支援を行う。

・実施主体：都道府県の医療計画に基づき指定又は認定された周産期母子医療センター ・補助率：国１／３
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事業名 主な対象 事業の概要
令和７年度予算額
（千円単位）

周産期医療対策事業 都道府県
総合的な周産期医療体制を整備するため、都道府県における周産期
医療協議会の開催や周産期救急情報システムの整備、搬送コーディ
ネーターの配置等に対して支援。

医療提供体制推進事業費補助金
26,654,547の内数

周産期母子医療センター運営事業

総合周産期母子医療センター
地域周産期母子医療センター

地域療育支援施設
など

出産前後の母体、胎児及び新生児の一貫した管理を行う周産期母子医
療センターのMFICU、NICU及びGCUの運営費に対する補助。

地域療育支援施設運営事業

NICU等に長期入院している小児が家族とともに在宅で生活していくた
めに必要な知識及び技術を習得するためのトレーニング等を行う地域
療育支援施設の運営費に対する補助。

日中一時支援事業

NICU等に長期入院していた小児の在宅移行後、家族の介護等による負
担を軽減するため、小児の定期的な医学管理及び一時的な受入れの体
制を整備している医療機関に対して財政支援。

周産期医療施設設備整備事業
周産期医療施設として必要な医療機器等及びドクターカーに搭載する
医療機器等に対する補助。

周産期医療施設施設整備事業
母体・胎児集中治療室の新築、増改築及び改修等に要する工事費等に
対する補助。

医療提供体制施設整備交付金
3,779,373の内数

産科医療機関施設整備事業
分娩取扱施設施設整備事業

主に低リスク分娩を扱う
医療機関
など

産科医療機関として必要な部門の新築、増築、改築及び改修に要する
工事費等や、医療機器購入に対する補助。

医療施設等施設整備費補助金
1,954,800の内数

産科医療機関設備整備事業
分娩取扱施設設備整備事業

医療施設等設備整備費補助金
2,278,724の内数

産科医療機関確保事業
一機関あたりの分娩件数が少ない産科医療機関に対して、経営の安定
化を図るための財政支援。 280,562

産科医療を担う産科医等の
確保事業

地域において継続した産科医療を確保するため、産科医不足の医療機
関に対して、産科医の派遣に対し必要な費用を支援。

地域医療介護総合確保基金
61,298,910の内数

産科医等確保支援事業
産科医等育成支援事業

都道府県

産科医師の処遇改善に取り組む各都道府県が策定する産科医師確保計
画に基づいて実施する医療機関への支援について、地域医療介護総合
確保基金を通じた支援。

地域医療介護総合確保基金
61,298,910の内数

周産期医療の体制整備に関する予算
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小児救命救急センター事業（地域小児救命救急センター整備）

１ 事業の目的 令和７年度当初予算額 189,245千円（189,245千円）※（）内は前年度当初予算額

医政局地域医療計画課
（8048）

○ 第８次医療計画の指針において、都道府県に対して、必要に応じて圏域を越えた広域搬送について検討しつつも、基本的には、都道府県内で小児患者
に対する救命救急医療を24時間提供できる体制の整備を求めている。
○ 一方で、小児救急医療に精通した専門医や高度な医療機器等の多くの医療資源を要するPICUを持つ小児救命救急センターの整備については、令和５年
４月現在全国19施設（14都府県）が指定されているが、地域のこどもの数等のニーズや医師等のリソース等を考慮すると、小児救命救急センターを全都
道府県に整備することは困難であり、地域によりこどもが享受可能な救命救急医療に差が存在している。
○ 全ての地域において等しく高い水準の小児救命救急医療を整備する観点から、小児救命救急センターを持たない三次医療圏につき１カ所の小児救命救
急医療の拠点を「地域小児救命救急センター」として整備する。
○ 地域小児救命救急センターの役割は、三次医療圏における小児救急症例の集約化、小児救命症例に対する小児救命救急医療に対応可能な医師（以下、
対応可能医師）による応急処置及び広域搬送とし、対応可能医師の複数名の配置は求めるが、PICUの整備・運営は求めないこととし、PICUを要する症例
については、対応可能医師が同乗の下、既存の小児救命救急センターへ広域搬送することを基本とする。
○ さらに、地域小児救命救急センターの継続性の観点から、対応可能医師が常時複数名必要であるため、地域小児救命救急センターに所属する特に若手
の医師を研修終了後に派遣元に戻る条件で既存の小児救命救急センター等に派遣し、PICUでの業務や搬送業務に関する技術の習得を支援する。

・実施主体：都道府県の医療計画等に基づき、都道府県知事の要請を受けた病
院の開設者とする。
・補助率：１／３（医療提供体制推進事業費補助金（運営費））

※想定需要
・小児救命救急センターなし：33道府県
・PICUなし：25府県
・集中治療を要する小児患者数：人口100万人あたり約300人（年間）

PICU６床以上整備可能な都道府県
（医療資源豊富 大都市圏等）

既存の小児救命救急センター

（PICU６床以上整備）

追加支援範囲

PICU６床以上整備不能な都道府県
（医療資源余裕なし 地方等）小児救急

症例

小児救急
症例

小児救急
症例

対応可能医師

地域小児救命救急センター
・対応可能医複数名
・PICU整備なし

小児救急
症例

小児救急
症例

小児救急医療資源
分散 → 集約

４ 実施主体等

対応可能医師同乗下の
広域搬送

若手研修派遣
＆

対応可能医として
派遣元へ帰任

２ 事業の概要・スキーム ３ 施設機能の違い
小児救命救急

センター（既存）
地域小児救命救急

センター
一般救急病院

PICU ６床以上 基本なし 基本なし

医師 小児救急
対応可能医師 多数

小児救急
対応可能医師
複数名

基本なし
（一般小児科
医・救急医）

その他 ・広域小児救急の
最後の砦

・研修受入れ施設
・指導医師等

・地域の小児救急
医療の集約施設

・対応可能医師
同乗下での
広域搬送拠点

・既存のセンターへの研
修医師派遣

・分散配置
・小児救急の
対応可否は
不明

既存
支援
範囲
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事業名 主な対象 事業の概要
令和７年度予算額
（千円単位）

小児救急医療拠点病院施設整備事業
小児初期救急センター施設整備事業
小児集中治療室施設整備事業
小児医療施設施設整備事業

都道府県が整備を行う小児
医療を実施する医療機関等

子供が地域において、休日・夜間を含めいつで
も安心して医療サービスが受けられるよう、都
道府県が行う小児初期救急センター、小児救急
医療拠点病院、小児集中治療室、小児医療施設
等の施設整備に対する補助。

医療提供体制施設整備交付金
3,779,373の内数

小児初期救急センター運営事業
小児初期救急センター設備整備事業
小児救命救急センター運営事業
小児救急医療拠点病院設備整備事業
小児集中治療室設備整備事業
小児医療施設設備整備事業

子供が地域において、休日・夜間を含めいつでも
安心して医療サービスが受けられるよう、都道府
県が整備する小児初期救急センター、小児救急医
療拠点病院、小児救命救急センターの設備整備、
運営に対する補助。

医療提供体制推進事業費補助金
26,654,547の内数

#8000情報収集分析事業

#8000事業を実施する都道府県

都道府県が実施する休日・夜間における小児の症
状等に関する保護者等の相談に対し小児科医・看
護師等が電話で助言を行う｢子ども医療電話相談
事業（＃８０００事業）｣の情報を分析、対応者
への研修を行い、質を向上するための事業。

31,693

2,237#8000対応者研修

災害時小児周産期リエゾン養成研修事業

都道府県

災害時に、被災地県調整本部において、小児周産
期医療領域における医療機関間の調整等を行う災
害時小児周産期リエゾンの養成研修を行う事業。

9,970

小児救急電話相談事業
小児救急地域医師研修事業
小児救急医療支援事業
小児救急医療拠点病院運営事業
小児集中治療室医療従事者研修事業
新生児医療担当医確保支援事業

都道府県が実施する休日夜間における小児の症状
等に関する保護者等の相談に対し小児科医・看護
師等が電話で助言を行う｢子ども医療電話相談事
業（＃８０００事業）｣の運営に対する支援。
小児科医師の派遣調整や、新生児担当医師の処遇
改善に取り組む各都道府県が策定する小児科医師
確保計画に基づいて実施する医療機関への支援に
ついて、地域医療介護確保基金を通じた支援。

地域医療介護総合確保基金
61,298,910の内数

小児医療の体制整備に関する予算
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施策名：人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ
（産科・小児科医療確保事業）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

地域でこどもを安心して生み育てることのできる周産期医療体制及び地域の小児医療体制を確保する

 特に分娩取扱施設が少ない地域等における分娩取扱機能の維持のための取組を支援する
 地域の小児医療の拠点となる施設について、急激な患者数の減少等を踏まえた支援を行う

出生数減少や少子化等の影響を受ける施設を支援することで、地域の周産期医療・小児医療の体制を確保する

【○出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科の支援】
令和６年度補正予算額 55億円 医政局地域医療計画課

（内線8048）

② 対策の柱との関係
Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

産科医療確保事業

小児科医療確保事業

急激に患者数が減少している小児医療の拠点となる施設の支援

分娩取扱の

継続が困難

急激に患者数

が減少

• 急激に分娩数が減少している分娩取扱施設を支援する。

分娩数が減少している分娩取扱施設への支援

• 分娩取扱施設が少なく、当面、集約化が困難な地域に所在する施設に対して、分娩取扱を継続するための費
用を支援する。
地域の他施設の分娩取扱中止によって分娩取扱数が増加する場合に必要な費用を含む。

分娩取扱施設が少ない地域では分娩取扱を維持する

• 妊婦健診を含む外来診療や産後ケアの提供を行うことで、近隣の分娩施設の負担軽減を目的として、必要な
施設整備、設備整備に係る費用を支援する。

妊婦健診や産後健診による支援

• 急激に患者数が減少し、地域に不可欠な小児医療の拠点でありながら運営に影響を来している施設に係る費
用を支援する。

小児医療の

拠点となる施設

産科施設

近隣に分娩を取扱う施設

が少ない分娩取扱施設

分娩数減少施設
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均てん化すべき医療

更なる均てん化が

望ましい医療

都道府県又は更に広域（※１）

での集約化

の検討が必要な医療

がん医療圏又は複数のがん医療

圏単位での集約化

の検討が必要な医療

（※１）国及び地域ブロック単位で確保することが望ましい医療として、
小児がん・希少がんの中でも特に高度な専門性を有する診療等が
考えられる。

2 0 4 0年を見据えたがん医療提供体制に関する検討状況

想定される提供主体 均てん化・集約化の考え方

• 国立がん研究センター、

国立成育医療研究センター、

都道府県がん診療連携拠点病院、 大学

病院本院、小児がん拠点病院

• 地域の実情によっては

地域がん診療連携拠点病院等

特に集約化の検討が必要な医療についての考え方
（医療技術の観点）
• がん医療に係る一連のプロセスである「診断、治療方針の決定｣に高度な判断を要する場合や、

「治療、支持療法・緩和ケア」において、新規性があり、一般的・標準的とは言えない治療法や、
高度な医療技術が必要であり、拠点化して症例数の集積が必要な医療。

• 診断や治療に高額な医療機器や専用設備等の導入及び維持が必要であるため、効率性の観
点から症例数の集積及び医療資源の集約化が望ましい医療。

（医療需給の観点）
• 症例数が少ない場合や専門医等の医療従事者が不足している診療領域等、効率性の観点か

ら集約化が望ましい医療。

※緊急性の高い医療で搬送時間が重視される医療等、患者の医療機関へのアクセスを確保する
観点も留意する必要がある。

• がん診療連携拠点病院等

• 地域の実情によってはそれ以外の医療

機関

• 患者にとって身近な診療所・病院
（かかりつけ医を含む）

更なる均てん化が望ましい医療についての考え方
• がん予防や支持療法・緩和ケア等、出来る限り多くの診療所・病院で提供されることが
望ましい医療。

かかりつけ医と拠点病院等の専門医の更なる連携強化のためには、がん患者にとっ
て身近な診療所・病院におけるD to P with Dによるオンライン診療等、拠点病院等
と連携し、がん予防や支持療法・緩和ケア等を提供していくことが重要となる。拠点病
院等は、がん予防や支持療法・緩和ケア等を身近な診療所・病院でがん患者が受療で
きるように、これらのがん医療に係る研修を積極的に実施することが望ましい。また、
離島やへき地等の過疎地域に居住するがん患者が、オンラインで専門医に相談できる
といった、医療DXの活用が求められる。

出典：2040年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関するとりまとめ（令和７年８月１日 がん診療提供体制のあり方に関する検討会）

○ がん医療提供体制について、2040年を見据え、提供される医療の性質に応じた均てん化・集約化の考え方として、高度な技術を要す
る手術等、症例数が少ない場合、医療従事者が不足している診療領域等は集約化の検討が必要である一方、がん予防や支持療法・緩和
ケア等については均てん化の観点から、オンライン診療等の活用を含め、身近な診療所・病院での提供が望ましいとされている。

2040年を見据えたがん医療の均てん化・集約化に係る基本的な考え方

「2040年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関する参考資料」を参考に医政局医事課で作成。78
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３ 地域偏在が大きい診療科のアクセス確保の観点

○ 患者調査による推計外来患者数を、類似する傷病を一定程度統合した上で、患者数の多いものを整理すると、高血圧や糖尿病等
の内科領域の疾患の他に、整形外科、皮膚科、眼科、耳鼻科等の疾患が多く見られる。

診療領域ごとの患者数【再掲】

傷病名
推計外来患者数

（千人）

高血圧 602.9

腰痛症 375.1

かぜ・感冒 319.7

皮膚の疾患 293.9

関節症（関節リウマチ、脱臼） 281.8

糖尿病 201

外傷 173.3

脂質異常症 162

下痢・胃腸炎 129.3

慢性腎臓病 128.8

喘息・COPD 114.7

がん 109.6

アレルギー性鼻炎 99.7

骨折 87.6

うつ（気分障害、躁うつ病） 76.8

緑内障 68.5

白内障 66.5

結膜炎・角膜炎・涙腺炎 62.3

骨粗しょう症 58.4

認知症 58.1

不安・ストレス（神経症） 52.9

脳梗塞 52.4

傷病名
推計外来患者数

（千人）

統合失調症 49.5

近視・遠視・老眼 46.3

不整脈 43.2

前立腺肥大症 38.8

睡眠障害 38.1

中耳炎・外耳炎 38.1

狭心症 32.5

心不全 31.7

正常妊娠・産じょくの管理 28.5

便秘 24

頭痛（片頭痛） 22

更年期障害 20

慢性肝炎（肝硬変、ウイルス性肝炎） 17.4

末梢神経障害 17.4

難聴 15.1

貧血 13.6

乳房の疾患 10.3

頚腕症候群 9

・推計外来患者数が15千人以上を基準にして傷病名を抽出。
・ICD-10による疾病分類（中分類）を参考にして、類似する傷病名を統合して集計。
・ただし、 「ⅩⅩⅠ健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用」「ⅩⅩⅡ特殊目的用コード」
および、その他の大分類の疾患、歯科系疾患は除く。

出典：令和５年「患者調査」
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医師少数区域に従事する医師数が少ない区域の診療科ごとの状況【再掲】

○ 医師少数区域（二次医療圏）に従事する診療科ごとの人口10万対医師数を全国と比較すると、医師少

数区域の医師が少ない（全国比0.6未満の区域が多くを占める）地域の状況は診療科ごとに差がある。

81
※医師・歯科医師・薬剤師統計（令和４年）を基に、医療施設従事医師数を、主たる従業地による二次医療圏、主たる診療科別に集計
※二次医療圏人口は、国勢調査2020のデータを使用

（区域数）

医師少数区域（二次医療圏ごと）の各診療科における人口10万対医師数の全国比率別区域数

（当該二次医療圏における各診療科の人口10万対医師数）/（全国における各診療科の人口10万対医師数）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内科

整形外科

精神科

外科

泌尿器科

脳神経外科

眼科

小児科

耳鼻いんこう科

産婦人科

皮膚科

形成外科

麻酔科

救急科

放射線科

全診療科

0以上0.2未満 0.2以上0.4未満 0.4以上0.6未満 0.6以上0.8未満 0.8以上1未満 1以上

人口規模別の二次医療圏毎の診療所数の変化（2012年→2022年）

・人口規模が小さい二次医療圏においては、2012年から2022年にかけて診療所数が減少傾向にある。

・50万人以上100万人未満、100万人以上の二次医療圏では、2012年から2022年にかけて診療所数が増加傾向にある。

資料出所：厚生労働省「医療施設調査」を基に地域医療計画課において作成。
※人口規模は、2020年国勢調査結果に基づくものであり、二次医療圏は第７次医療計画時点のもので統一して比較。
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5万人未満

(中央値▲2.5%)

5万人以上10万人未満

(中央値▲4.5%)

10万人以上20万人未満

(中央値▲1.3%)

20万人以上50万人未満

(中央値+0.6%)

50万人以上100万人未満

(中央値+3.3%)

100万人以上

(中央値+10.4%)

2012年から2022年への診療所数の変化率別二次医療圏数（人口規模別）

～15%減 15%減～10%減 10%減～5%減 5%減～ ～5%増 5%増～10%増 10%増～

第７回新たな地域医療構想等に関する検討会
資料１

令和６年８月26日
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人口規模別の二次医療圏における診療所数の変化（2012年→2022年）

人口20万人未満の二次医療圏の診療所数は減少傾向、人口50万人以上の二次医療圏の診療所数は増加傾向にある。

資料出所：厚生労働省「医療施設調査」を基に地域医療計画課において作成。
※人口規模は、2020年国勢調査結果に基づくものであり、二次医療圏は第７次医療計画時点のもので統一して比較。
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（2012年→2022年）
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診療所数
の増減

診療所数
の増減

二次医療圏数

第７回新たな地域医療構想等に関する検討会
資料１

令和６年８月26日
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出典：医師・歯科医師・薬剤師統計（令和４年）の届出票情報を基に、厚生労働省医政局地域医療計画課において特別集計したもの。

※届出票情報を利用し独自集計したため、医師・歯科医師・薬剤師統計の公表値とは一致しない場合がある。
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17,602 
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52 
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311 

12%

954 

14%

3,346 

18%

12,939 
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27,028 

21%

97 

23%

646 

24%

1,840 

24%

5,687 

26%

18,758 

30%

31,845 

33%

158 

35%

990 

33%

2,523 

32%

7,470 

28%

20,704 

23%

24,699 

29%

135 

28%

816 

27%

2,066 

26%

5,952 

22%

15,730 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

5万人未満

5万人以上

10万人未満

10万人以上

20万人未満

20万人以上

50万人未満

50万人以上

人口規模ごとの二次医療圏別にみた年齢階級別の診療所医師数

30代以下 40代 50代 60代 70代以上

人口規模別にみた診療所医師の年齢階級別の分布

診療所の医師は過半数が60代以上であり、人口20万人未満の二次医療圏では、60代以上の医師が60％以上を占める。

第７回新たな地域医療構想等に関する検討会
資料１

令和６年８月26日

84

Ｐ.44

Ｐ.44



2 0 4 0年に向けた取組の広域な圏域のイメージ

D医療圏

• 都道府県内には、県庁所在地等の医療資源が相対的に豊富な地域と、相対的に資源の少ない地域が存在する。
都道府県が大学病院本院等と連携し、急性期の拠点機能を有する病院等に対して、医師の派遣や教育体制の確
保等の取組を行う等、県全体として効率的な提供体制を確保できるよう、各圏域の提供体制を構築することが
必要。

・地域全体の医療機関における医療資源の
状況を踏まえながら、都道府県と大学病院
本院が連携し、地域において必要となる医
師の派遣について調整する

急性期拠点機能

高齢者救急・地域

急性期機能 等

B医療圏 C医療圏

都道府県

A医療圏

連携

都道府県と
大学病院本院の連携

・大学病院本院は、医師の年次や経験すべ
き症例等も踏まえながら、人口の相対的
に少ない地域の急性期拠点へ医師を派遣
する

大学病院本院

・急性期拠点機能を担う医療機関は、地域
の医療資源の状況を踏まえた地域医療構
想調整会議での協議のうえ、地域の医療
機関へ代診医などの医師を派遣する

大学病院本院からの医師の派遣

急性期拠点からの
医師の派遣

令和７年７月24日 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料
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へき地医療拠点病院の概要

へき地医療拠点病院の目的、指定要件等については「へき地保健医療対策等実施要綱」（令和4年7月29日医政発0729第13号
医政局長通知）に定められている。

３ へき地医療拠点病院における医療活動の実施状況

２ 指定要件

都道府県知事は、次に掲げる事業（ア、イ又はカのいずれかの事業は必須）を実施した実績を有する又は当該年度に実施でき
ると認められる病院をへき地医療拠点病院として指定する。

ア 巡回診療等によるへき地住民の医療確保に関すること。
イ へき地診療所等への代診医等の派遣（継続的な医師派遣も含む）及び技術指導、援助に関すること。
ウ 特例措置許可病院への医師の派遣に関すること。
エ 派遣医師等の確保に関すること。
オ へき地の医療従事者に対する研修及び研究施設の提供に関すること。
カ 遠隔医療等の各種診療支援に関すること。
キ 総合的な診療能力を有し、プライマリ・ケアを実践できる医師の育成に関すること。
ク その他都道府県及び市町村がへき地における医療確保のため実施する事業に対する協力に関すること。

１ 目 的

へき地診療所への代診医等の派遣、へき地従事者に対する研修、遠隔診療支援等の診療支援事業等が実施可能な病院を
都道府県単位で「へき地医療拠点病院」として編成し、へき地医療支援機構の指導・調整の下に各種事業を行い、へき地にお
ける住民の医療を確保する。

（期間：令和５年４月１日～令和６年３月31日） ※対象病院358施設

４事業（必須事業）

主要３事業を合計で
年12回以上実施して
いる病院数（割合）

４事業（必須事業）
のいずれの事業の実
施もなかった病院数

（割合）

主要３事業 へき地診療所等への
遠隔医療による支援無医地区等への巡回診療 へき地診療所等への医師派遣 へき地診療所等への代診医等派遣

延べ実施回数 平均実施回数 延べ実施回数 平均実施回数 延べ実施回数 平均実施回数 実施病院数（割合）

4,507回 13回 16,810回 47回 3,280回 9回 122病院（34.1%） 254病院(70.9%) 39病院（10.9%）
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関係市町村

地域住民

へき地勤務医等

国（厚生労働省）

都道府県

医療計画の策定

国庫補助事業の実施

調査・分析

国・他県との
意見交換・調整

無医地区等での巡回診療
保健指導等の実施

へき地保健指導所

支援 連携

○ へき地医療支援機構を中心に、行政、へき地で勤務する医師、へき地医療に協力する施設・機関、そしてへき地の住民がそれ
ぞれ連携・協力し、かつ他の都道府県の先進事例にも学びながら、効果的・効率的で持続可能性のあるへき地への医療提供体
制の構築を行う。

へき地医療支援機構

－ 行政機関等によるへき地医療の支援

総合調整、企画立案

高校生や医学生向けの啓発等

へき地勤務医のキャリア形成支援

代診医等の派遣調整

へき地医療拠点病院 (341施設 (R3.4.1現在)) 等

－ へき地の診療を支援

総合的な診療能力を有する

医師の育成

研修事業

代診医等派遣 入院患者の受入

遠隔医療による診療支援

巡回診療の実施

診療報酬（DPC）

上の加算（H22～）

へき地診療所 (1,108施設 (R3.4.1現在)) 等

－ へき地における診療

へき地住民に対する基礎的な医療の提供

専任担当官

都道府県内の医師確保状況の調査分析
医療機関や医師に対する相談援助
医師派遣事務
キャリア形成プログラムの策定
派遣医師のキャリア支援・負担軽減等

地域医療支援センター

へき地医療に関する
経験をもつ医師

医療計画の指針等の策定

調査・分析

国庫補助の実施
拠点病院等の運営補助
医療施設等の施設整備
医療施設等の設備整備 等

他の施策との連携・調整

へき地医療支援機構等
連絡会議の開催

支援 連携

支援 連携

代診医派遣、キャリア
形成支援を調整・実施

統合も視野に緊密な連携

へき地勤務医の
支援等について協議

市町村等と協力して
啓発活動を実施

支
援
・
連
携

（約80億円）

へき地における医療の体系図
令和４年７月 2 7日第 1 1回
第 ８ 次 医 療 計 画 等 に
関 す る 検 討 会 資 料 １
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へき地医療におけるオンライン診療の活用状況

出典：保険局医療課調べ、へき地医療の現況について（令和５年度実績）

巡回診療を実施した医療機関のうち、オンライン診療による巡回診療を実施した医療機関数 ７／98（7.1%）

代診医派遣を実施した医療機関のうち、オンライン診療による代診医派遣を実施した医療機関数 ０／100（０%）

ICTによるへき地医療の診療支援の実施状況として、へき地の住民に対するオンライン診療（D to P※）で活
用と回答した医療機関数 ※D to P with N、D to P with Dを含む

31／358（8.7%）

○ へき地拠点病院

延べ実施回数 延べ受診患者数

北部上北広域事務組合公立野辺地病院（青森県） ８／22（36.4%） 37／91（40.7%）

村上総合病院（新潟県） 153／155（98.7%） 513／1,382（37.1%）

長野県立木曽病院（長野県） ４／12（33.3%） ４／12（33.3%）

独立行政法人 国立病院機構 岩国医療センター（山口県） 12/24（50.0%） 31／175（17.7%）

山口県立総合医療センター（山口県） ４／98（4.1%） 19／472（4.0%）

小国公立病院（熊本県） 23／23（100%） 12／12（100%）

県立大島病院（鹿児島県） 10／51（19.6%） 201／1,110（18.1%）
○ へき地診療所

ICTによるへき地医療の診療支援の実施状況として、へき地の住民に対するオンライン診療（D to P※）で活
用と回答した医療機関数 ※D to P with N、D to P with Dを含む

75／1,120（6.7%）

上記医療機関におけるオンライン診療のうち受診者が患家にいるケースの件数 462件

上記医療機関におけるオンライン診療のうち受診者が診療所にいるケースの件数 3,604件

○ 情報通信機器を用いた診療の届出を行っているへき地医療拠点病院は83施設、へき地診療所は134施設。

○ へき地拠点病院において、オンライン診療による巡回診療を実施した医療機関は７施設であり、実施した巡回診療のうちほとんど
をオンライン診療で実施している医療機関もみられた。

○ へき地診療所におけるオンライン診療について、受診者が患家にいる場合よりも診療所にいる場合の方が多い。

施設数（※１） 情報通信機器を用いた診療の届出数（※２）

へき地医療拠点病院 358施設 83施設

へき地診療所 1,120施設（※３） 134施設

※１ 令和６年４月１日時点
※２ 令和７年４月１日時点、
※３ 全体の施設数には歯科診療所を含む

診調組 入－１
７ ． ６ ． １ ９
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医師不足地域での勤務に当たって若手医師が考慮する事項

24.8

14.8

14.5

10.5

10.4

7.9

6.1

2.5

1.3

1.1

6.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

勤務地や待遇等の希望に沿った職場の紹介の仕組みがある

休診時の代替医を派遣・調整してくれる体制がある

診療上のサポート体制がある（専門医への遠隔相談など）

地域での勤務経験による資格維持等の経費（旅費等）の経済的補助

地域での勤務経験による国の資格等のキャリア上のインセンティブ

症例が集まらない場合に、専門医の更新が一定期間は猶予される

どのような支援があったとしても定着してもらえないと思う

他の職種との連携や関係性が良好である

臨床研究の体制・支援が整っている

全国の学会や国際学会などに参加しやすい環境が確保されている

その他

医師不足の地域の病院・診療所で勤務する場合に最も重要なこと（単一回答、％）

参考：調査の基本情報

出典：令和５年度厚生労働行政推進調査事業補助金（厚生労働科学特別研究）
「日本専門医機構における医師専門研修シーリングによる医師偏在対策の効果検証」（研究代表者：日本専門医機構理事長渡辺毅）

○ 専攻医に対して行った意識調査によると、医師不足地域での勤務に当たっては、待遇面での希望に次いで、
診療上のサポート体制があることが重要であると回答している。

89

遠隔医療の様々な活用形態

診療形態 ユースケース

医師対医師

(D to D)

情報通信機器を用いて画像等の送受信を行い特定

領域の専門的な知識を持っている医師と連携して

診療を行うもの

・遠隔での診療支援、指導

・遠隔での専門的な診断等の支援

－ 画像診断や病理診断等

－ 集中治療の支援

－ 脳卒中対応に関する医療機関間の連携

－ 放射線治療計画の支援

医師対患者

(D to P)

情報通信機器

を用いた診療

［D to P］

患者側に医療従事者の同席なし

で、医師と患者間で診療を行う

・情報通信機器を用いた外来診療、在宅診療及び通院精神療法

［D to P with D］

患者が医師といる場合のオンラ

イン診療

・遠隔での難病等の専門的な診療を連携して実施

・遠隔での遺伝カウンセリングを連携して実施

［D to P with N］

患者が看護師等といる場合のオ

ンライン診療

・へき地医療において患者が看護師等といる場合のオンライン診療

情報通信機器

を用いた遠隔

モニタリング

情報通信機能を備えた機器を用いて

患者情報の遠隔モニタリングを行う

もの

・心臓ペースメーカー、在宅酸素療法等の対応する医療機器がある場合

○ オンライン診療を含む遠隔医療は、様々な形で活用されており、一部については診療報酬において評価され
ている。
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○医師－患者関係／患者合意
○適用対象
○診療計画
○本人確認
○薬剤処方・管理
○診察方法

オンライン診療の適切な実施に関する指針の概要

１．本指針の位置づけ

情報通信機器を通じて行う遠隔医療のうち、医師－患者間において行われるもの

診断等の

医学的判断

を含む

一般的な

情報提供

定義 本指針の適用

オンライン診療
診断や処方等の診療行為をリアルタイ
ムで行う行為

全面適用

オンライン
受診勧奨

医療機関への受診勧奨を
リアルタイムで行う行為

一部適用

遠隔健康医療相談
一般的な情報の提供に留まり、診断等
の医師の医学的判断を伴わない行為

適用なし

○ 情報通信機器を用いた診療を「遠隔診療」と定義していたものを、新たに「オンライン診療」と定義を変更。

○ 医師-患者間で情報通信機器を通じて行う遠隔医療を下図のとおり分類し、オンライン診療について、「最低限
遵守する事項」と「推奨される事項」を示す。

○ 「最低限遵守する事項」 に従いオンライン診療を行う場合には、医師法第20条に抵触するものではないことを
明確化。

２．本指針の適用範囲

３．本指針のコンテンツ

○医師の所在
○患者の所在
○患者が看護師等といる場合のオンライン診療
○患者が医師といる場合のオンライン診療
○通信環境

○医師教育／患者教育
○質評価／フィードバック
○エビデンスの蓄積

オンライン診療の提供に関する事項 オンライン診療の提供体制に関する事項 その他オンライン診療に関連する事項
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オンライン診療の適切な実施に関する指針における対面診療の必要性

○ オンライン診療の適切な実施に関する指針では、基本理念として対面診療を適切に組み合わせてオン
ライン診療を行うことが求められており、指針上、最低限遵守する事項として以下のような記載がある。

医師－患者関係／患者合意

• オンライン診療を実施する都度、医師が医学的な観点から実施の可否を判断し、オンライン診療を行うことが適切でないと

判断した場合はオンライン診療を中止し、速やかに適切な対面診療につなげること。【Ⅴ１（１）②ⅲ、P.12】

適用対象

• オンライン診療の実施の可否の判断については、安全にオンライン診療が行えることを確認しておくことが必要であること

から、オンライン診療が困難な症状として、一般社団法人日本医学会連合が作成した「オンライン診療の初診に適さない症

状」等を踏まえて医師が判断し、オンライン診療が適さない場合には対面診療を実施する（対面診療が可能な医療機関を紹

介する場合を含む。）こと。【Ⅴ１（２）②ⅱ、P.13】

診察方法

• 医師がオンライン診療を行っている間、患者の状態について十分に必要な情報が得られていると判断できない場合には、速

やかにオンライン診療を中止し、直接の対面診療を行うこと。【Ⅴ１（６）②ⅰ、P.19】

オンライン診療の提供に関する事項

医師の所在

• 患者の急病急変時に適切に対応するため、患者が速やかにアクセスできる医療機関において直接の対面診療を行える体制を

整えておくこと。【Ⅴ２（１）②ⅱ、P.21】

オンライン診療の提供体制に関する事項

出典：厚生労働省「オンライン診療の適切な実施に関する指針」（令和５年３月一部改訂）
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情報通信機器を用いた初診料等の届出医療機関数

3,722 

6,289 
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令和4年4月1日 令和4年10月1日 令和5年4月1日 令和5年10月1日 令和6年4月1日 令和6年10月1日 令和7年4月1日

情報通信機器を用いた診療に係る基準

出典：保険局医療課調べ（「情報通信機器を用いた診療に係る施設基準に係る届出」状況の抽出結果）

○ 情報通信機器を用いた初診料等の届出医療機関数は経時的に増加しており、令和７年４月１日時

点において約13,400医療機関となっている。

（届出医療機関数）

※元となるデータベース及びデータ抽出タイミングにより他の公表データと一致しない場合がある 93

眼科領域における取組

現状

・ 視覚障害のある高齢者の移動は困難であり、遠方の中核施設へ定期的に通院することは患者負担が大きい。

・ 眼科診療は通常、複数の画像検査が終わってからの診察であり、これをオンライン診療で実現するためには検査の結果待ちの時

間が多くかかり、効率的な運営に課題があった。

・ 地方では派遣医師の疲弊、医療アクセスの差なども課題となっていた。

取組事例

・ 近隣に眼科施設のない各自治体診療所と都市部の眼科クリニックをオンラインでつなぎ、各地域における眼科診療をサポートす

る体制（コンサルタント契約）を構築【D to D】

➢ 提携先の診療所では看護師が検査を行い、検査データを眼科医のいるクリニックに送信

➢ 眼科医は読影を行い電子カルテに記載、レポートを提携先の診療所に送信

➢ 診療所では後日、担当医（非眼科医）による説明と受診勧奨を行い、対面の診療が必要な

場合は近隣主要都市の眼科を紹介。

➢ 糖尿病網膜症や、緑内障など、身近な眼科疾患であり、フォローが必要なものについて

評価するための検査機器を導入。

➢ 患者はいつもの主治医から眼科疾患に関する説明を受けられる。

➢ 必要に応じて、地元の主治医を紹介できる。

課題や今後の方向性

・ 地域で遠隔診療を適切に実施するためには、地元の大学やクリニック等との連携、行政その他の関係者との協力が不可欠。

・ さらに、専門的な診療のために最低限必要な機器の導入や、コンサルト体制の構築のための支援が必要。

札幌そうせいイーストクリニック
提供資料

特徴・メリット

提携先診療所眼科クリニック

検査・データ送信

読影・レポート送信
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・ 岩手医科大学、新潟大学、和歌山県立医科大学、島根大学、長

崎大学では、遠隔地の地域医療機関と連携し、皮膚疾患に関する

遠隔診療を支援。遠隔医療の中でも、専門医の診療を必要とする

皮膚疾患の占める割合が多かった。【D to D、D to P】

皮膚科領域における現状、課題、方向性

ニーズ等

・ 日本臨床皮膚科医会及び日本看護協会が実施した調査によると、訪問看護を利用する566名の在宅療養者のうち、何らかの皮膚疾

患を有していたのは399名（70.5％）であり、代表的な疾患は皮膚真菌症222名（33.6％）、湿疹・皮膚炎群208名（31.5％）、褥瘡

48名（7.3％）、爪のトラブル43名（7.3％）等がみられた。また、皮膚疾患が未治療であったのは114（28.1％）で、理由としては

本人・家族が希望しない場合の他、「近くに往診する皮膚科医がいない」「皮膚科は往診しないと思っていた」等があった。

取組事例

・ 一般的なビデオ通話システム及びWebカメラを利用した

皮膚疾患をもつ患者の遠隔での診断について、皮膚科専門

医は他のグループ（内科専門医、皮膚科専攻医）と比較し

て診断精度が高かった。【D to P】

課題や今後の方向性

・ 前述の在宅医療の場面をはじめとして、さまざまな地域における皮膚科医療へのニーズは十分に存在しているものの、往診を含

む地域医療機関における皮膚科診療の提供には、患者および皮膚科医それぞれのアクセス不良など様々な課題も示唆されている。

・ 在宅医療のほか、外来・入院中の患者を含め、オンライン診療の活用により、皮膚科の専門的医療へのアクセスを改善し、皮膚

科専門医のリソースを効率的に活用することは有益。そのためには、皮膚科診療を支援するためのインフラ（遠隔対応検査機器、

高解像度対応オンライン診療システム）、診療補助に当たる看護師の研修、ニーズがある患者・医療機関と皮膚科医療のマッチン

グ等も重要。

参考：新潟大学の報告 参考：岩手医大及び和歌山県立医大の取組

111Ｋｍ

岩手医科大学
皮膚科

陸前高田診療所
（現在閉鎖）

陸前高田病院

光学顕微鏡

局所観察用カメラ、
ダーモスコープ

テレビ会議装置

＜岩手医大と地域の連携＞
＜皮膚科の遠隔医療で

必要な設備＞
＜和歌山県立医大の取組＞

日本皮膚科学会 提供資料
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耳鼻咽喉科領域における取組

現状

・ 人工内耳の埋込を行っている患者は、装用者の要望や環境に応じて、人工内耳の設定をリアルタイムに微調整（マッピング）す

る必要があり、定期的な通院（成人で手術後の最初の１年は年６～８回程度、安定すれば年１～２回程度、小児では１～２ヶ月に１

回程度）が必要。

・ 人工内耳のマッピングには専門的技術や専門人材（言語聴覚士）が必要。

取組事例

・ 札幌医科大学においては、大学病院と地域の病院・医院や自宅をオンラインでつなぎ、人工内耳の遠隔によるマッピングや、遠

隔による言語訓練を実施【D to P with D】

➢ 遠隔での医師の診療に加え、遠隔での言語聴覚士によるマッピングやリハビリテーションを実施。

➢ 人工内耳のマッピングには、コンピュータ端末に専用のソフトを導入することで

実施が可能であり、患者側は地域の病院等にいる医療従事者等が同伴することで対応。

➢ 年に１－３回程度の大学病院での対面マッピングと併用することで、適切なマッピング

により患者の「聞こえ」の改善、患者の移動に必要な負担が軽減。

➢ 確保が難しい専門人材へのアクセスを改善。

・ 長崎県に所在する耳鼻咽喉科診療所においても、同様に人工内耳の埋込を行っている患者に対して遠隔によるマッピングや、難

聴児に対する発達検査、聴覚言語リハビリテーションを遠隔診療で行っている。【D to P】【D to P with D】等

➢ 離島から長崎市まで毎月は行けないが、年に1~3回の対面に減らすことが可能。また台風や大雨、地震などの緊急災害時にも

遠隔で療法ができ患者・家族の安心に繋がっている。

課題や今後の方向性

・ 遠隔による人工内耳のマッピング以外の耳鼻科領域の疾患（その他の難聴への対応や、補聴器の調整等）への適用については、

現在知見を収集している。

・ 地域の比較的都市部にある耳鼻咽喉科のある病院や診療所などで実施できれば、さらに広く展開できる可能性がある。

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会
提供資料

メリット
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整形外科領域における取組（青森県）

現状

・ 骨粗鬆症など処方を要する外来患者はオンライン診療の良い適応である。また、術後の患者であっても、病状が落ち着いていれ

ば、現状確認と処方の継続が中心となるのでオンライン診療の良い適応となる。

・ 青森県は遠隔地から2－3時間かけて受診する患者もおり、特に冬場は雪等の天候不良や路面状況により受診が困難な場合もある。

・ 青森県はスマートフォン所持率が約60%とワースト２位の低さや、高齢者の一人暮らしが多く家族の協力も得られづらい状況もあ

り、患者の参加の面で障壁がある。

取組事例

① 津軽半島の西側に位置する中泊町で、術後患者など再診患者に対して、デイサービス施設でのグループ

オンライン診療（患者が集まって行うオンライン診療）を開始し、対象地域を拡大。【D to P with スタッフ】

➢ デイサービス終了後に施設内で患者が待機し、個室でオンライン診療を受診。

➢ クレジットカードを所持していない患者のために、連携しているデイサービス職員が

金庫をクリニックから預かり、現金での会計を代行。

② クリニックの診察室1カ所を用いて、大都市（札幌）の専門医による、オンラインによる外来支援（骨粗鬆症専門外来）を施行。

➢ 半日の外来で約50人の診察も可能。

課題や今後の方向性

・ 遠隔地でオンライン診療を行っても、電子処方箋、オンライン服薬指導に対応している薬局が不足しており、患者自身が薬局に

直接赴く必要があるため、自宅に処方が届くように薬局の体制整備も必要。

・ 医師不足に少しでも対応するために、地域枠出身の医師がオンライン診療を週に１回実施した場合でも、地域枠の義務年限の算

定に含まれるように制度変更し、地域枠出身の医師が参加しやすい体制整備を今年度中に開始予定。

小松整形外科スポーツクリニック
青森県
提供資料
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県からの支援

・ こうした取組に当たって、県より医師会への説明、業務報告のための様式作成などの事務的な支援

・ オンライン診療導入に必要な機材等の整備を支援・補助率を引上げ 1/2→10/10（２年限定）

和歌山県における取組

背景

・ 地方では医師の偏在が顕著である一方、へき地診療所に中堅の医師を派遣できず、若手医師の派遣に頼らざるを得ない状況で

あった。

・ 派遣される若手医師のサポート体制や、地域の患者さんに対する適切な医療の提供が求められていた。

取組事例

・ 県内の中核病院（医大、日赤、NHO和歌山病院）と県内の公的医療機関をつなぐネットワークを構築。

・ 県の予算としてシステムの構築、運用保守まで実施。

○ 主な活用方法

➢ 中核病院の医師とつなぎ、へき地で従事する若手医師の診療サポート

（指導医だけでなく、必要に応じ他の医師にも確認）【D to D】

➢ 医大の栄養士による栄養指導の実施（医師は現地で診療行為を行う）

○ 実績

➢ H26年度～R６年度で延べ377件の実施。

診療科の内訳）皮膚科：148件、病態栄養治療部：77件、神経精神科：47件、

血液内科：20件、リハビリ科：15件 など

活用の場）病院のみならず診療所での活用が比較的多い。

課題や今後の方向性

・ システム維持に費用が必要となるため、現場の意見を参考に、よりコストを抑えた持続可能な方法を模索している。

和歌山県 提供資料
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長崎県における取組

背景

・ 長崎県は、有人の離島の数が全国で最多であり、患者はもとより医師等の医療従事者を含め、アクセスの課題があった。

・ 内科、外科、整形外科など一部の診療科を除いて、大半の診療科で専門医が少ない状況であった。

取組事例

・ 長崎県、長崎大学及び県病院企業団の３者が連携し、県内離島に住む患者向けに、長崎大病院の専門医による遠隔診療を実施。

消化器内科、脳神経内科、皮膚科の診療科を対象に、高速通信を活用して離島の病院の診療をサポートする体制を構築。

○ 主な活用方法

➢ 大学病院医師が、離島における診療をサポート。【D to P、D to D】

・消化器内科：本土紹介患者の術前・術後検査、フォロー等が離島病院で可能。

・脳神経内科：入院患者の診療支援や、外来応援日以外の離島病院内科医の支援。

・皮膚科：外来応援日に対応できない患者を遠隔診療支援で補完し、診療待ちを抑制。

○ 体制構築のための取組

➢ 総務省実証事業への参加の他、デジタル田園都市国家構想推進交付金等も活用して

必要なネットワーク網の整備や、大学、県病院企業団との事業協定の締結等を行い、

2024年４月から診療支援をスタートしている。

課題や今後の方向性

・ 国の事業への応募や各種の補助金等を活用し、初期投資にかかる財源を確保。

・ D to Dのみならず、D to Pの積極的展開により、診療報酬収入等の確保を目指す方向性についても検討している。

長崎県 提供資料

参考：「離島で大学病院の診療」、ローカル５Gで準備着々 | 地域社会DXナビ
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鳥取県北栄町における取組

背景

・ 北栄町は、鳥取県の中部に位置し、人口約1万4,000人の町で、町内には小児科を標榜する病院や診療所がなく、小児の受診に当

たっては近隣の町まで移動する必要がある。特に夜間や休日はさらに受診先が限られ、地域医療体制の整備が課題となっていた。

取組事例

・ 夜間・休日の急な発熱や怪我などに対応する小児向けオンライン診療の住民専用窓口を開設。【D to P】

○ サービスの概要

➢ 受付時間：月曜日～土曜日：19時～翌朝8時まで

日曜日・祝日、年末年始：24時間

➢ 対象年齢：中学生以下まで

➢ 料金：県の制度により普段の病院と同等の負担で利用可能。

※健康保険・医療証が適用。

➢ 薬の受け取り：オンライン診療日の翌日以降。

○ 体制構築のための取組

➢ 町、地域医師会、地域薬剤師会、事業者で連携を図り、対面診療が必要な場合の

受診調整の体制構築等を行っている。

➢ 本年度については、実証的に利用状況などを確認していくこととしている。

課題や今後の方向性

・ 町の広報誌等を活用して周知を行っているところだが、町民に取組を知ってもらうことが必要。

・ また、今後に向けては、利用の状況などを見ながら検討する予定。

北栄町 提供資料
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D to P with Nの活用例：国立病院機構岩国医療センター

現状

・ 岩国市柱島（人口112人）では以前、月4回の出張診療を実施していたが、医師数減少により月2回に縮小。

・ 島民の診療機会確保のため、2020年4月から月1回のオンライン診療を導入。

実施方法・特徴

・ 患者は柱島診療所に来院し、設置されたデバイスで岩国医療センターの医師とオンライン診療を実施。

・ 看護師が柱島に渡航し、事務職員とともに診療を支援している。【D to P with N】

・ 看護師の主な役割は視診や触診、利用システムの映像確認など。

・ 初診は不可、対面診療を2回以上受けた患者のみ対象としている。

・ 患者は島内居住者に限られ、高齢者が中心。

課題・対応

・ 島内に薬局がなく、受け渡し方法が限定的であり、さらなる工夫が求められている。

・ オンライン診療導入によって、対面診療の回数が更に削減されるのではないかという島民の不安があった。

⇒ 対面診療の回数が減少しないこと等を行政とともに複数回に渡り説明。また、対面診療を希望する患者にはオンライン診療は
勧めず、信頼関係を維持している。

成果・効果

医療機関側
・ 医師数減少下でも、へき地での定期診療機会が維持できている。
・ 看護師が医師の音声を伝言することで、聴力に不安のある患者に対しても対応できている

患者側
・ オンライン診療の導入により診療機会が増加し満足度向上。
・ 悪天候時で医師が出張できない状況下でも診療が可能となり、安心感が得られた。

医師
オンライン診療

看護師
オンライン診療を支援

オンライン診療その他の遠隔医療に関する事例集（令和５年８月版）より医事課作成
101

D to P with Dの実践例

出典：札幌医科大学医学部消化器内科学講座 仲瀬裕志教授より提供

【札幌医科大学のモデル診療体制の特徴】

• 札幌医科大学と、道内4病院をクラウドで接続し、炎症性腸疾患（IBD）の専門医療を提供する

• 対象患者：IBD疑いだけではなく、IBD確診済、または診断不能の腸炎症状を呈する患者も対象に含む

• 画像を含む各種検査結果をオンライン共有し、緊急性のある症例にも対応する

○ D to P with Dを炎症性腸疾患の診療に実践している事例がある。

医療の均霑化につながっているとともに、
研修医のスキルアップに有効

中医協 総－４

５． １１． ８
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遠隔画像診断による画像診断管理加算の占める割合と算定回数の推移

○ 遠隔画像診断による画像診断管理加算の算定回数は近年、増加している。

103

※第６～10回NDBオープンデータ（令和１（平成31）～５年度）に基づき集計。
※第７～10回については、画像管理診断加算１～３、遠隔画像診断による画像診断管理加算１～３の各項目をそれぞれ集計し合算。
第６回については、第７～10回と同様の項目に加え、令和２年度より廃止となった画像管理診断加算１，２（診療行為コード170020270、170024470）および遠隔画像診断による画像診断管理加算１，２ （診療行為コード170024910、1700250100）を含めて集計し合算。
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遠隔画像診断による画像診断管理加算の算定回数の推移

画像診断管理加算
放射線科を標榜している保険医療機関において、画像診断を専ら担当する常勤の
医師が、画像診断を行い、その結果を文書により報告した場合に、月１回に限り、
右図の画像診断管理加算１～３のいずれかを所定点数に加算できる。
遠隔画像診断による画像診断管理加算
遠隔画像診断を行った場合、受信側の保険医療機関において画像診断を専ら担当する
常勤の医師が、画像診断を行い、その結果を送信側の保険医療機関に文書等により
報告した場合は、月１回に限り、画像診断管理加算を所定点数に加算できる。

加算 施設基準 画像診断 点数

画像診断管理加算１ ー
写真診断、基本的X線診断、
核医学診断、
コンピューター断層診断

70点

画像診断管理加算２ 病院 核医学診断、
コンピューター断層診断

180点

画像診断管理加算３ 特定機能病院 340点

※R6改定において、加算２：175点（施設基準：病院）、加算３：235点（施設基準：
救急救命センターを有する病院）、加算４：340点（施設基準：特定機能病院）に改定。

診療報酬の概要（令和４年改定時点）

遠隔連携診療料

主治医のもとに定期的に通院 主治医のもとで遠隔地の医師が
オンライン診療を行う（初診も可）

事前に主治医が遠隔地の
医師に情報提供を行う

連携した診療について
患者説明・同意

１ 診断を目的とする場合 750点 ２ その他の場合 500点

注１ １については、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関において、対面診療を行っている入院中の患者以外

の患者であって、別に厚生労働大臣が定めるものに対して、診断を目的として、患者の同意を得て、当該施設基準を満たす難病又

はてんかんに関する専門的な診療を行っている他の保険医療機関の医師に事前に診療情報提供を行った上で、当該患者の来院時に、

情報通信機器を用いて、当該他の保険医療機関の医師と連携して診療を行った場合に、当該診断の確定までの間に３月に１回に限

り算定する。

注２ ２については、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関において、対面診療を行っている入院中の患者以外

の患者であって、別に厚生労働大臣が定めるものに対して、治療を行うことを目的として、患者の同意を得て、当該施設基準を満

たす難病又はてんかんに関する専門的な診療を行っている他の保険医療機関の医師に事前に診療情報提供を行った上で、当該患者

の来院時に、情報通信機器を用いて、当該他の保険医療機関の医師と連携して診療を行った場合に、３月に１回に限り算定する。

［算定要件］

・ 患者に対面診療を行っている保険医療機関の医師が、他の保険

医療機関の医師に診療情報の提供を行い、連携して診療を行う

ことについて、あらかじめ患者に説明し同意を得ること。

・ 連携して診療を行う他の保険医療機関の医師は、厚生労働省の

定める情報通信機器を用いた診療に係る指針に沿って診療を行

うこと。

・ 当該診療報酬の請求については、対面による診療を行っている

保険医療機関が行うものとし、当該診療報酬の分配は相互の合

議に委ねる。

［対象患者］

注１ ・ 指定難病の疑いがある患者

・ てんかん（外傷性のてんかん及び知的障害を有す

る者に係るものを含む。）の疑いがある患者

注２ ・ 指定難病の患者

・ てんかんの患者（知的障害を有する者に限る。）

［対象医療機関］ ※連携先の医療機関

・ 難病診療連携拠点病院、難病診療分野別拠点病院及び

難病医療協力病院

・ てんかん診療拠点機関

中医協 総－１
７ ． ７ ． １ ６
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患者が医師といる場合の情報通信機器を用いた診療（D to P with D）の実施状況

○ 過去１年間にD to P with Dによるオンライン診療を実施した医療機関は1.0％であった。
〇 遠隔連携診療料を算定できる状況（てんかん患者、難病患者）以外でも医療的ケア児との連携や、
訪問診療における眼科・皮膚科・耳鼻科等の専門医と連携している事例も見られた。

出典：令和６年度入院・外来医療等における実態調査

過去１年間において、患者が自院に来院したとき又は訪問診療を実施したときに、ビデオ通話が可能な

情報通信機器を用いて、事前に診療情報提供を行った他の医療機関の医師と連携し、診療を行った実績（n=3,546）

26.9%

7.7%

50.0%

3.8%

15.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

てんかん患者に対して、てんかん診療拠点機関の医師との連携

難病に対して、難病診療連携拠点病院等の医師との連携

その他の疾患の患者に対して、大学病院・専門病院等の医師との連携

医療的ケア児（者）に対して、小児科・小児外科医師との連携

訪問診療における眼科、皮膚科、耳鼻科等の専門医との連携

連携を行った状況（n=26、複数回答）

その他の疾患：循環器疾患・呼吸器疾患の術後患者、先天性心疾患、皮膚疾患等

37 3,509 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実績がある 実績がない
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へき地診療所等が実施するD to P with Nの推進

➢ へき地医療において、患者が看護師等といる場合のオンライン診療（D to P with N）が有効である
ことを踏まえ、へき地診療所及びへき地医療拠点病院において、適切な研修を修了した医師が、D 
to P with Nを実施できる体制を確保している場合の評価を、情報通信機器を用いた場合の再診料及
び外来診療料に新設する。

（新） 看護師等遠隔診療補助加算 50点

［算定要件］
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、看護師等といる患者に対して

情報通信機器を用いた診療を行った場合に、所定点数に加算する。

［施設基準］
次のいずれにも該当すること。
(１) 「へき地保健医療対策事業について」（平成13年５月16日医政発第529号）に規定するへき地医療拠点病院又はへき地診療所の指定を

受けていること。
(２) 当該保険医療機関に、へき地における患者が看護師等といる場合の情報通信機器を用いた診療に係る研修な研修を修了した医師を配置し

ていること。
(３) 情報通信機器を用いた診療の届出を行っていること。

へき地診療所等が実施するD to P with Nの推進

令和６年度診療報酬改定 Ⅱ－１ 医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－⑥

情報通信機器を用いた診療

へき地診療所又はへき地医療拠点病院の医師 患者が看護師等といる場合
106
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看護師等遠隔診療補助加算
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看護師等遠隔診療補助加算の月別算定回数
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看護師等遠隔診療補助加算の届出医療機関数

へき地における 者が  師等といる 合の ンライン診療
に関する研修    者数       （    年3月1 日時点）

3月  月  月  月  月  月  月 1 月 11月 1 月 1月  月 3月

 講する  3    3 3 3 3  3     31      1   3    1  

 

  

1  

1  

   

   

3  

3  

   

   

   

 講する

○ 看護師等遠隔診療補助加算の届出医療機関数、算定回数、研修受講者数は以下のとおり。

○ 届出医療機関数は増加傾向、要件となっている研修も約4,000名が受講している。

出典：保険局医療課調べ、NDBデータ

（令和６年３月～令和７年３月）（回／月）

（届出医療機関数）

診調組 入－１
７ ． ６ ． １ ９
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民間事業者等 ◆対象経費：委託費（人件費、謝金、旅費、消耗品費、会議費、会場借料等）

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

遠隔医療の普及推進にかかる事業

令和７年度当初予算額 10百万円（14百万円）※（）内は前年度当初予算額

・遠隔医療はアクセスが制限されている地域や通院が困難な患者に対するオンライン診療として活用されてきたが、医療関係者間の円滑な
意思疎通手段として、そのほかにも幅広い活用が期待される。一方で、諸外国と比較して、その利用が十分に進んでいない実態がある。

・利用が進んでいない要因として、医療機関・患者双方の技術的な課題や 診診療における不安が指摘されている。
・こうした課題に取り組み、オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針に基づく、適切な遠隔医療の普及活用を進める必要
がある。

R６

遠隔医療に関する事例収集・調査
・遠隔医療を活用している地域・医
療機関を対象にした国内外へのア
ンケート・ヒアリング等を行う。

遠隔医療の普及啓発
・収集した事例等について、関係団
体及び有識者による検証を行い、
他医療機関の医師と連携して行う
形態の遠隔医療の現状分析や今後
の方策を提言するための検討を行
う。

遠隔医療に関する事例収集・調査

○ これまでに着目してきた医療機関側の課題だけではなく、自治体や患者側の課題も重要であ
ることから、自治体等を対象にしたアンケートやヒアリング等を行い、オンライン診療を活用
する上での課題について自治体・患者側の視点を含めた実態を把握。

○ 遠隔医療においては、医師が患者と離れた場所にいることで、医師以外の関与も一層重要と
なることから、遠隔医療・オンライン診療における医師以外の医療従事者等の果たす役割や有
用性についても事例等を通じて実態を把握。

○ 抽出された課題・収集した事例等について、関係団体及び有識者による検証を行い、課題解
決の方策を検討。また、課題に応じた事例集等を作成。

オンライン

オンライン

R７（令和６年度の取組みを一部継続しつつ、これまでの取組みを踏まえ以下を実施）
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診療科偏在対策等の地域で必要な診療の確保について①

・「診療科偏在」については、本検討会の議論においてもその重要性に関する指摘がある一方、多様な課題を内包し

ていると考えられ、代表的な視点としては、①担い手の確保の観点、②地域の医療提供体制を維持する観点、③地

域偏在が大きい診療科のアクセス確保の観点がある。それぞれの点について、現状等は以下の通り。

－①・・・ 専門研修制度における総合診療専門医の育成、偏在対策パッケージに基づく外科医師の業務負担への

配慮・支援等を通じた対策やリカレント教育等の取組を進めている。

－②・・・ 産科・小児科における医師確保計画を通じた医師偏在対策を進めつつ、出生数減少等の影響を受けて

経営が困難な状況にある小児医療機関や分娩取扱施設の少ない地域における産科医療機関への支援等を通

じ、体制の確保を進めている。

－③・・・ 医師少数区域（二次医療圏）に従事する診療科ごとの人口10万対医師数を全国と比較すると、医師少

数区域の医師が少ない地域の状況は診療科ごとに差がある。また、今後、地域における診療所数の減少も

見込まれる。地域における各診療科へのアクセスの確保のため、学会、大学、医療機関、自治体等で、オ

ンライン診療を含む遠隔医療を活用した取組が見られる。また、放射線科における遠隔画像診断など、一

部の領域では遠隔による対応が進んでいるものもある。

希少な疾患への対応については、オンライン診療の「D to P with D」により、身近な医療機関において

専門的な医師の診療を受けられる枠組みがある。

がん医療提供体制について、2040年を見据え、提供される医療の性質に応じた均てん化・集約化の考え

方として、高度な技術を要する手術等、症例数が少ない場合、医療従事者が不足している診療領域等は集

約化して提供する一方、がん予防や支持療法・緩和ケア等については均てん化の観点から、オンライン診

療等の活用を含め、身近な診療所・病院での提供が望ましいとされている。

・ 若手医師に対して行った意識調査によると、医師不足地域での勤務に当たっては、診療上のサポート体制を重要

視している。
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診療科偏在対策等の地域で必要な診療の確保について②

○ 「診療科偏在」については、様々な視点での課題がある中、診療科ごとの状況や特性等に応じた対策を組み合わせつつ、各都道府県

の状況に応じた取組を進めることを念頭に、具体的には以下のような対応の方向性が考えられるのではないか。

（総合的な診療に従事できる医師や外科医師等の確保）

・ 総合的な診療に従事できる医師や外科医師の確保等については、昨年末にとりまとめた「医師偏在是正に向けた総合的な対策パッ

ケージ」等に基づき、引き続き取組を進める。

（医師確保計画を通じた対策）

・ 小児科及び産婦人科については、医師確保計画を通じた医師偏在対策等、引き続き取組を進めつつ、小児医療及び周産期医療の提

供体制等に関するWGにおいて医師確保も含めた提供体制のあり方について具体的に検討してはどうか。

（遠隔医療の活用を通じた必要な診療へのアクセスの確保）

・ 皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科等、専門性のある医師が少ない地域が多い傾向がある一方で、一定の医療ニーズが存在しうる領域につ

いて、人口減少が進む地域では患者数が限られること、常勤医師の確保がさらに困難になること等を念頭に、学会や自治体等の事例

や、へき地保健医療対策なども参考に、遠隔医療の効果的・効率的な活用等による対応を含めて検討してはどうか。

・ オンライン診療を含む遠隔医療の活用に当たっては、適時適切な対面診療への切り換えや急変時の対応等も念頭に、地域の既存の

医療提供体制との連携が不可欠であり、さらに地域のニーズや地域医療への影響を踏まえた対応を行う必要もあることから、都道府

県が中心となり、地域の関係者（大学、医師会等）が関与して、地域で必要な体制の整備を図ることが適当ではないか。

・ 遠隔医療を活用したアクセスの確保の方策については、地域における対策の効果的な実装を支援するために、D to P、D to P with 

Nの他、地域の医師を支援する趣旨でのD to D、D to P with Dの活用を含め、診療科ごとの特性や都道府県の取組事例等を収集した

上で、都道府県等に対する必要な情報提供等を行うこととしてはどうか。

・ 取組の導入の在り方については、都道府県や医療機関の負担や住民・患者等の混乱を回避するため、遠隔医療を全ての診療科や状

況に一斉に導入するのではなく、例えば、対応する医師の不足等の課題が顕在化しやすい休日・夜間対応等で遠隔医療による対応の

導入を検討する等、優先順位を定めて取組を進め、地域における課題等を整理しながら順次進めることとしてはどうか。

・ 遠隔医療の活用を進めるに当たり、必要な支援について検討を進めることとしてはどうか。また、医学的な安全性や有効性の確保

とともに、各診療科の特性を踏まえた適切かつな遠隔医療の実施を図るため、関係学会の協力等も得つつ、領域ごとの必要な知見の

収集やマニュアルの作成等を行うことを検討してはどうか。 110
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地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 開催要綱 

 

１．目的 

○ 今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や生産年齢人口の減少を

見据え、地域医療構想や医療計画、医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ

をはじめとする医師確保の取組等を通じて、地域において切れ目のない医療の提供を

実現し、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図る必要がある。 

 

○ 本検討会は、2040年頃を見据えた新たな地域医療構想の具体的内容や、地域医療構

想及び医療計画の推進等について検討することを目的に開催するものである。 

 

２．検討事項 

(1) 地域医療構想の策定及び施策の実施に必要な事項 

(2) 医療計画の策定及び施策の実施に必要な事項 

(3) 医師確保計画及び医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージに関する事項

（医師養成過程を通じた対策を除く） 

(4) 外来医療計画に関する事項 

(5) その他本検討会が必要と認めた事項 

 

３．構成等 

(1) 構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 座長は、構成員の互選により選出する。座長は座長代理を指名することができる。 

(3) 座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 

(4) 団体を代表して参加している構成員が、やむを得ず欠席し、代理出席を希望する場合

には、事前に医政局地域医療計画課を通じて座長の了解を得た上で当日の会合において

承諾を得ることにより、参考人として参加することができる。 

 

４．運営 

(1) 医政局長が検討会を開催する。 

(2) 会議は原則として公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利利

益を害する恐れ等がある場合は、構成員の申し合わせにより非公開とすることができる。 

(3) 会議資料及び議事録については、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除

き、後日ホームページにおいて公開する。なお、非公開とする申し合わせを行った場合

には、座長が認める範囲において議事要旨を公開する。 

(4) 会議の庶務は、医政局地域医療計画課において処理する。 

(5) この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し、必要な事項は、座長が定めること

とする。

令和７年９月 11日 第４回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 参考資料 
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